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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第９期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ３．平成17年10月20日付で１株を５株に株式分割しております。なお、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整

後１株当たり当期純利益は期首に株式分割が行われたものとして計算しております。 

 ４．従業員数の[外書]は、臨時従業員の年間平均雇用人数であります。 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 （千円） － － － － 5,670,872 

経常利益 （千円） － － － － 940,142 

当期純利益 （千円） － － － － 525,347 

純資産額 （千円） － － － － 2,119,691 

総資産額 （千円） － － － － 12,544,537 

１株当たり純資産額 （円） － － － － 25,913.10 

１株当たり当期純利益 （円） － － － － 6,443.68 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） － － － － 6,170.39 

自己資本比率 （％） － － － － 16.9 

自己資本利益率 （％） － － － － 24.8 

株価収益率 （倍） － － － － 417.46 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － － － 745,861 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － － － △7,397,127 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － － － 7,202,496 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） － － － － 1,514,436 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者

数〕 

（名） 
－ 

〔－〕

－ 

〔－〕

－ 

〔－〕

－ 

〔－〕

201 

〔29〕 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ２ 平成17年10月20日付で１株を５株に株式分割しております。なお、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整

後１株当たり当期純利益は期首に株式分割が行われたものとして計算しております。 

３ 当社は持分法適用会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりませ

ん。 

４ 第５期及び第６期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失が計上されており、か

つ、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第７期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場・非登録であり、期中平均株価の把握が困難な

ため記載しておりません。 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 （千円） 95,693 159,578 2,847,660 4,245,202 5,645,615 

経常利益又は経常損失

（△） 
（千円） △325,563 △209,211 482,313 567,107 961,756 

当期純利益又は当期純損

失（△） 
（千円） △326,147 △197,525 409,294 539,522 545,907 

資本金 （千円） 603,000 603,000 83,512 83,512 211,012 

発行済株式総数 （株） 12,060 12,060 16,060 16,060 81,800 

純資産額 （千円） △171,214 △368,740 240,554 780,076 2,140,251 

総資産額 （千円） 235,152 787,553 1,380,449 2,759,452 11,498,507 

１株当たり純資産額 （円） △14,196.87 △30,575.46 14,978.46 48,572.64 26,164.44 

１株当たり配当額 

（内、１株当たり中間配

当額） 

（円） 
－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純利益又

は当期純損失（△） 
（円） △26,632.97 △16,378.59 30,478.38 33,594.17 6,695.87 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） － － － － 6,411.88 

自己資本比率 （％） △72.8 △46.8 17.4 28.3 18.6 

自己資本利益率 （％） － － － 105.7 37.3 

株価収益率 （倍） － － － － 401.7 

配当性向 （％） － － － － － 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － 61,427 502,997 629,509 － 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △205,180 △307,471 △529,844 － 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － 274,300 132,037 401,662 － 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） － 134,315 461,878 963,206 － 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者

数〕 

（名） 
9 

〔7〕

21 

〔1〕

67 

〔1〕

109 

〔8〕

118 

〔21〕 



５ 第５期及び第６期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されており、かつ、平均自己資本がマイ

ナスのため記載しておりません。第７期の自己資本利益率については、平均自己資本がマイナスのため記載

しておりません。 

６ 第５期から第８期までの株価収益率は、当社株式が非上場・非登録であるため記載しておりません。 

７ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

８ 第６期以降の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、中央青山監査法人の監査を受

けておりますが、第５期の財務諸表については、監査を受けておりません。 



２【沿革】 

年月 概要 

平成10年７月 ネットオークションサービスの提供を目的として、東京都中央区日本橋箱崎24番１号にオンセール

株式会社（資本金650,000千円）を設立 

平成12年６月 本社を東京都渋谷区初台一丁目53番６号に移転 

平成12年10月 オークションシステム等をＡＳＰ方式にて提供する事業へ事業方針を変更 

平成14年８月 商号をガンホー・オンライン・エンターテイメント株式会社に変更 

主な事業内容をオンラインゲームサービスへ変更 

平成15年４月 本社を東京都千代田区神田錦町一丁目16番に移転 

平成16年４月 株式会社ゲームアーツとオンラインゲーム共同開発に係る業務提携 

平成16年５月 株式会社ゲームアーツに対して資本参加 

 平成17年３月  大阪証券取引所ヘラクレス市場へ上場。資本金211,012千円に増資。 

平成17年５月   本社を東京都千代田区有楽町一丁目２番２号に移転 

平成17年10月   ポータルサイト運営配信を目的とする子会社ガンホー・モード株式会社を東京都千代田区に設立 

 平成17年11月  オンラインゲーム共同開発を目的とする株式会社ゲームアーツの株式を追加取得し、子会社化 



３【事業の内容】 

 当社の平成17年12月31日現在における企業グループは、当社及び連結子会社２社（株式会社ゲームアーツ、ガンホ

ー・モード株式会社）で構成されております。常に進化し続けるブロードバンド時代において、キラーコンテンツと

してオンラインゲーム市場が急拡大するとの確信のもとに、オンラインゲームの企画・開発・運営事業を主軸に展開

しております。 

＜オンラインゲームサービス部門＞ 

 オンラインゲームサービス部門は、当社グループが運営するオンラインゲームによりＢ２Ｃモデル（企業と一般消

費者との間の取引モデル）を展開する部門であります。 

 当社グループは、主に海外にて開発・運営されているオンラインゲームについて、日本における配信・運営等に係

るライセンス許諾を受け、配信・運営を行っております。当該部門におきましては、配信・運営を行うオンラインゲ

ームの利用者（一般ユーザー）より利用料等を徴収し、個別契約に基づいたライセンス使用料の支払いを行っており

ます。 

 なお、当該部門の事業系統図は以下のとおりであります。 

 また、平成16年４月の株式会社ゲームアーツとのオンラインゲーム共同開発に係る業務提携に基づき、オンライン

ゲームの開発を行っております。 

＜その他部門＞ 

 その他部門は、オンラインゲームによるＢ２Ｂモデル（企業間の取引モデル）の展開、キャラクター商品の企画・

販売、携帯電話機向けに配信するモバイルコンテンツの企画・開発・運営等を展開しております。 

 オンラインゲームによるＢ２Ｂモデルといたしましては、インターネットカフェ等の運営事業者に対しソフトウェ

アライセンス許諾を行い、ライセンス使用料を徴収しております。また、当該インターネットカフェ等を新規顧客開

拓、キャラクター商品等の販売チャネルとして活用しております。 



４【関係会社の状況】 

（注）１ 株式会社ゲームアーツ、ガンホー・モード株式会社は特定子会社であります。  

 ２ ソフトバンクＢＢ株式会社は、有価証券届出書は提出しておりますが、株主数少数のため有価証券報告書は

提出しておりません。 

名称 住所 
資本金又は 

出資金 

主要な事業の 

内容 

議決権の所有

(被所有)割合 

役員の兼任等 

資金援助 
営業上 

の取引 

設備の 

賃貸借 

業務 

提携等 
当社役員

当社従

業員 

(連結子会社)                     

株式会社 

ゲームアーツ 

（注１） 

東京都豊島区 445,600千円 

オンラインゲー

ム及びコンシュ

ーマー用ゲー

ム・ソフトウェ

ア開発 

（直接所有） 

55.00％ 
３名  － あり 

 ＰＣ用

オンライ

ンゲーム

の開発 

－ あり 

ガンホー・モード 

株式会社 

（注１） 

東京都千代田区 200,000千円 

ＰＣ用オンライ

ンゲームの開

発・ポータルサ

イトの運営配信

（直接所有) 

51.07％ 
３名  －  － 

 ＰＣ用

オンライ

ンゲーム

の開発 

あり あり 

(その他の関係会

社)                     

ソフトバンクＢＢ 

株式会社 

（注２） 

東京都中央区 300億円 

ブロードバン

ド・インフラ事

業、ＩＴ流通事

業及びＥＣ投資

事業 

（被所有） 

44.62％ 
２名  －  － 

商品 

販売等 
－ － 

アジアングルーヴ 

株式会社 
東京都千代田区 93,630千円 持株会社 

（被所有） 

24.52％ 
１名   －  － － － － 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３. 全社（共通）は総務及び経理等の管理部門の従業員であります。  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  平成17年12月31日現在

部門 従業員数（名） 

 オンラインゲームサービス部門 

 その他部門 

 全社（共通） 

 201 

合計  
201 

〔 29〕 

  平成17年12月31日現在

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与 

118名 

〔 21名〕 
30歳10ヶ月 1年 7ヶ月 4,398,579円 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度は、新たにオンラインゲーム３本の商用サービスを開始し、当連結会計年度末現在８本の商用サ

ービスを行ってまいりました。また、オンラインゲームコンテンツの広告宣伝活動等、オンラインゲームを中心と

したコミュニティの活性化、拡大に向けた取組みを行ってまいりました。この結果、当連結会計年度の売上高は

5,670,872千円となりました。 

 平成17年３月の大阪証券取引所ヘラクレス市場上場へ向けた準備費用や業容拡大に向けた人的・物的な先行投資

費用（オンラインゲームサービス運営人員及び設備の拡充等）を主な要因といたしまして販売費及び一般管理費が

2,193,881千円となりました。営業利益、経常利益につきましては、当初予想を上回る結果となり、営業利益

958,714千円、経常利益940,142千円となりました。 

 平成17年５月に、今後の業容拡大及び更なる業務効率の向上を目的として、複数フロアを使用していた旧社屋か

ら１フロアで業務を行うことのできる新社屋へと本社移転を行いましたことから、移転関連費用として45,528千円

の特別損失を計上いたしました。この結果、当連結会計年度の当期純利益は525,347千円となりました。なお当社

グループは当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前年同期との比較は行っておりません。 

  

＜オンラインゲームサービス部門＞ 

 オンラインゲームサービス部門は、当社グループが運営するオンラインゲームによりＢ２Ｃモデル（企業と一般

消費者との間の取引モデル）を展開する部門であります。 

 当連結会計年度は、新たにオンラインゲーム３本の商用サービスを開始し、当連結会計年度末現在８本の商用サ

ービスを行ってまいりました。当社グループの主力オンラインゲームであります「ラグナロクオンライン」は、同

時接続者数10万人を突破し、累計登録ＩＤ数も120万ＩＤを超える等、安定的な成長を維持しております。その他

のオンラインゲームにつきましては、「ラグナロクオンライン」に匹敵する急成長は見られないものの、堅調に会

員を獲得しております。 

 この結果、当部門の課金収入は4,124,876千円となりました。 

  

＜その他部門＞ 

 その他部門は、オンラインゲームによるＢ２Ｂモデル（企業間の取引モデル）の展開、キャラクター商品の企

画・販売、携帯電話向けに配信するモバイルコンテンツの企画・開発・運営等を展開する部門であります。 

  当社グループは、インターネットカフェ向けのソフトウェアライセンス許諾を行っており、加盟契約店舗拡大に

向けた積極的な取り組みを行ってまいりました結果、当連結会計年度末の加盟契約店舗数は1,556店舗となりまし

た。また、加盟契約店舗を当社グループの重要な販売チャネルの一つとして活用するとともに、キャラクター商品

の企画・販売や他社への商品化ライセンス許諾を積極的に行い、当社グループのリソースを十分に活用した顧客へ

のアプローチ方法を展開しております。 

 この結果、商品、その他売上高は1,545,995千円となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は1,514,436千円となりました。 

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。 

 なお、当連結会計年度が連結財務諸表作成の初年度であるため前年同期との比較は行っておりません。 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当連結会計年度における税金等調整前当期純利益は、894,828千円となりましたが、当連結会計年度において売

上債権の増加299,815千円、仕入債務の増加123,726千円を計上したことを主要因として、営業活動により獲得した

現金及び現金同等物は745,861千円となりました。 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当連結会計年度において株式会社ゲームアーツの子会社化、ガンホー・モード株式会社の設立、オリジナルオン

ラインゲーム制作を目的とした無形固定資産への支出を行ったことを主要因として、投資活動により支出した現金

及び現金同等物は7,397,127千円となりました。 



＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当連結会計年度は、今後の事業戦略を勘案して金融機関より長期及び短期の資金借入を行ったこと及び株式の発

行による収入331,200千円により、財務活動により獲得した現金及び現金同等物は7,202,496千円となりました。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を示すと次のとおりになります。 

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであ

ります。 

なお、ＳＢＩベリトランス株式会社は、オンラインゲームサービスの代金決済業務の委託先であり、同社に

対する販売実績は、当社グループが提供するオンラインゲームの利用者（一般ユーザー）に対する利用料等

の総額であります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当連結会計年度が連結財務諸表作成の初年度であるため、前年同期との比較は行っておりません。  

部門 
連結会計年度

（自 平成17年１月１日 
  至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％） 

 その他   （千円） 25,651 － 

部門 
連結会計年度

（自 平成17年１月１日 
  至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％） 

 オンラインゲームサービス（千円） 5,670,872 － 

相手先 

当連結会計年度 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日 

販売高 
（千円） 

割合（％） 

ＳＢＩベリトランス株式会社 3,789,491 67.1 



３【対処すべき課題】 

 近年、高速・常時接続・定額制のブロードバンド・ネットワーク接続が普及したことにより、オンラインゲームを

楽しめる環境が急速に整備されつつあります。このような状況下、当社グループは常に進化し続けるブロードバンド

環境を中心とする経営環境を早期かつ的確に認識し、対処すべき重要課題を定め、それに適合した経営戦略を推進し

てまいります。具体的な重要課題に対する取り組みは以下のとおりであります。 

＜先行者メリットの極大化＞ 

 ブロードバンド環境の急速な普及に伴い、各調査機関の報告書等の多くがオンラインゲーム市場の拡大を予測して

おり、オンラインゲーム市場へ新規市場参入事業者が多く登場することが予想されます。しかしながら、オンライン

ゲーム事業は、従来のスタンドアローンゲームとは異なり、コンテンツ・サービス体系・運営サポート体制・コミュ

ニティ管理等の様々なサービスを統合して初めて実現できる質の高いサービス事業であります。したがいまして、既

に運営を開始している既存事業者のサービス品質の高さが、新規市場参入事業者にとってみれば大きな参入障壁とな

り、先行者メリットを享受しやすい市場となっています。当社グループは既に品質の高いオンラインゲームサービス

を提供しておりますが、今後も品質向上を図ってまいります。同時に量的な拡大（マルチタイトル化）を図ることで

新規参入事業者とは比較にならない実績と経験を自社内に蓄積し、先行者メリットの極大化を目指します。 

＜潜在顧客の開拓＞ 

 オンラインゲーム市場の認知度は、他のエンターテインメント市場の認知度に比べ、まだ高くはないという現実が

あります。そのような状況に対し、当社グループはワンソースマルチユース展開を推進いたします。ワンソースマル

チユース展開とは、一つのリソースを複数のメディア上で展開することを意味します。これにより、オンラインゲー

ムに接していない潜在顧客に対して、様々なメディアを通じてオンラインゲームの元となるコンテンツ自体に接する

機会を増加させることにより、当該コンテンツ及びオンラインゲーム市場への誘導を図ります。また、当展開は既存

顧客に対しては、当該コンテンツにより深く関与する機会を増加させることとなり、顧客とコンテンツとをより強固

にかつ継続性を持った形で結び付けられると認識しております。 

＜マルチタイトル化＞ 

 オンラインゲーム市場が成立してから期間が短く、また成功モデルがほとんどないことから、当該市場に対するマ

ーケティング手法が確立されておりません。また、今後の市場拡大に伴い、様々な特性を持つ顧客が市場に流入し、

その嗜好がより多岐にわたると推測されます。既にサービスを開始している当社は、直接顧客と接することができる

という意味で、顧客に一番近い位置にポジショニングしております。当社グループはオンラインゲーム市場特有のマ

ーケティング手法を確立・展開し、顧客需要を的確に捉えた、また顧客需要を開拓すべくオンラインゲームのタイト

ルラインアップの拡充（マルチタイトル化）を図り、安定的な収益基盤の構築に努めてまいります。 

＜オリジナルオンラインゲーム展開への体制整備＞ 

 今後のオンラインゲームの市場拡大は、日本のみならず全世界規模で発生すると見込まれます。当社グループは日

本を代表するオンラインゲームを全世界で展開すべく、オリジナルオンラインゲームの自社開発や共同開発に向け社

内体制整備等の準備を行っております。この自社開発及び共同開発体制の実現により、既存のビジネスモデルに加

え、当該オリジナルオンラインゲームの日本国内における事業展開や海外地域での事業（海外でのライセンス許諾及

びロイヤリティ享受等）を展開し、さらなる収益性向上を目指してまいります。 

＜リスク管理体制及びコーポレートガバナンスの強化＞ 

 当社グループは厳格な個人情報管理を含めたリスク管理体制を構築しております。今後も、リスク管理体制の強化

と機動的かつ柔軟な組織体制の両立を目指し、コーポレートガバナンスの強化に取り組んでまいります。 



４【事業等のリスク】 

 当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を次のとおり記載しておりま

す。また、当社グループは、当社グループでコントロールできない外部要因や事業上のリスクとして具体化する可能

性は必ずしも高くないと見られる事項を含め、投資家の投資判断上重要と考えられる事項については、投資家に対す

る積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した

上で、その発生の予防及び発生時の対応に努力する方針でありますが、当社グループの経営状況及び将来の事業につ

いての判断及び当社グループの有価証券に関する投資判断は、以下の記載事項及び本報告書中の本項以外の記載も併

せて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。なお、以下の記載は当社株式への投資に関するリ

スクすべてを網羅するものではありません。 

 本項においては、将来に関する事項が一部含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断し

たものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

１ 当社の沿革等について 

(1）設立経緯について 

 当社は、平成10年７月１日付で、ソフトバンク株式会社（注１）の100％出資により、オンラインオークショ

ン（注２）サービス事業を行うべく、オンセール株式会社（現ガンホー・オンライン・エンターテイメント株式

会社）として設立されました。同年７月23日に、ソフトバンク株式会社からの株式譲渡により、米国オンライン

オークションサービス会社であるONSALE Inc.（現Egghead.com, Inc.）が当社株式40.0％を保有し、当社は合弁

会社となりました。 

 設立当初、オンラインオークションサービス事業やオークションＥＣ（注３）・ＡＳＰ（注４）事業を展開し

ておりましたが、外部環境の変化等により予定どおり事業が進まず、損失計上を続けておりました。平成12年６

月30日にEgghead.com, Inc.（旧ONSALE Inc.）から、インディゴ株式会社（現アジアングルーヴ株式会社）へ持

分の21.0％に当たる2,730株を譲渡されました。また、平成13年３月27日にはEgghead.com, Inc.より同社が保有

していた当社株式2,470株について、当社が無償譲渡を受け、平成13年６月18日に当該株式について無償減資を

行いました。 

 インディゴ株式会社の資本参加及びEgghead.com, Inc.の撤退に伴い、当社は、オークションサービス事業の

ソフトウェアやネットワーク技術、コミュニティ運営技術等設備やノウハウ等を十分に活用できる新規事業を検

討しておりました。 

 新規事業を検討する過程で、オンラインゲーム市場への参入及び同市場での事業拡大の可能性を見出し、様々

な検討を重ねた上、平成14年６月20日開催の取締役会にて、オンラインゲームサービス事業への事業転換を決定

いたしました。また、事業転換に伴い、社内人員整理及び役員交代を図ると共に平成14年７月31日開催の株主総

会にて商号変更を行い、現在のガンホー・オンライン・エンターテイメント株式会社の体制を確立いたしまし

た。 

 （注）１ 平成11年10月１日にソフトバンク株式会社のネットワーク事業は、ソフトバンク・コマース株式会

社として分社化いたしました。平成12年３月21日にソフトバンク・コマース株式会社は、ソフトバ

ンク・イーコマース株式会社に商号変更を行っております。平成13年７月１日にソフトバンク・イ

ーコマース株式会社は、ソフトバンク・イーシーホールディングス株式会社に商号変更を行ってお

ります。平成15年１月７日にソフトバンク・イーシーホールディングス株式会社、ビー・ビー・テ

クノロジー株式会社、ソフトバンクネットワークス株式会社、ソフトバンク・コマース株式会社の

計４社が合併し、ソフトバンクＢＢ株式会社となっております。 

２ 「オークション」とは、日本語で「競売」と訳される用語で、その意は「公開で競り合い落札価格

を決めること」であります。具体的には、ある商品に対して「この額で購入したい」旨を表明し、

最終的に一番高い金額を提示した人がその商品を入手できる仕組みであります。 

３ 「ＥＣ」とは、「Electronic Commerce（エレクトロニックコマース）」の略称で、インターネッ

ト等のネットワークを利用して、契約や決済等を行う取引形態であり、「Ｅコマース」とも略され

ております。 

４ 「ＡＳＰ」とは、「Application Service Provider（アプリケーションサービスプロバイダー）」

の略称で、インターネット技術を利用して顧客にサービスを提供する事業者のことであります。 



(2）業歴が浅いことについて 

 当社は平成10年７月に設立されましたが、平成13年７月頃から当社内で新規事業準備を開始し、様々な検討を

重ねた上、平成14年６月にオンラインゲーム事業への事業転換を取締役会で決定いたしました。当社グループ主

力商品であるオンラインゲーム「ラグナロクオンライン」については、平成14年８月に無料サービス提供を開始

し、平成14年12月に商用サービスを開始いたしました。 

 このように当社グループは、オンラインゲーム事業に参入して約３年しか経過していないため業歴が浅く、か

つ当連結会計年度末において、商用サービスを提供しているタイトルは上記を含め８本のみであり、過去の実績

も十分ではありません。そのため、期間業績比較を行うための十分な財務数値をとることができません。また、

オンラインゲーム市場自体が黎明期にあり、当社グループの事業はオンラインゲーム市場の将来性に大きく左右

される可能性が高く、当社グループの経営計画の策定に際してもこれら不確実な要素が含まれていることは否め

ず、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

２ 当社グループの事業に関するリスクについて 

(1）ラグナロクオンラインへの依存について 

①売上高の依存 

 当社グループのオンラインゲーム事業は、ライセンサー（注１）から日本における配信・運営権等に係るラ

イセンス許諾を受け、ライセンスを受けたコンテンツ（注２）を使用して、インターネット上でオンラインゲ

ームの配信・運営を行っております。当連結会計年度末現在、商用サービスを行っているオンラインゲームは

８本となっております。当社グループの売上高実績に占める「ラグナロクオンライン」関連の売上高実績は、

次のとおりであり、第７期事業年度99.9％、第８期事業年度99.0％、当連結会計年度81.7％と、本コンテンツ

に依存しております。 

 （注）１ 「ライセンサー」とは、「licensor」の日本語表記であり、「実施許諾者」の意味で、権利許諾（ライセン

ス）を供給する側のことを言う。 

２ 「コンテンツ」とは、「contents」の日本語表記であり、「内容、中身」という意味で、映像、画像、音

楽、ストーリー、世界観等の内容のことを言う。 

  第７期事業年度（個別） 第８期事業年度（個別） 当連結会計年度 

  金額（千円） 比率（％） 金額（千円） 比率（％） 金額（千円） 比率（％） 

ラグナロクオンライン

関連売上高 
2,847,649 99.9 4,205,119 99.0 4,633,613 81.7 

売上高 2,847,660 100.0 4,245,202 100.0 5,670,872 100.0 



②Gravity Corp.との契約 

 「ラグナロクオンライン」は、平成13年１月から韓国でオンラインゲームサービスの提供が開始されまし

た。当社は、その著作権者であるGravity Corp.より、日本国内での配信・運営権等にかかるライセンス許諾

を受けております。当社とGravity Corp.の契約は有期契約であり、契約の解約及び契約が更新されず契約期

間が満了した場合には、「ラグナロクオンライン」の配信ができなくなり、当社グループの経営成績及び今後

の事業展開に重大な影響を与えます。また、契約内容の一部または全部について変更が生じた場合等には、当

社グループの経営成績及び今後の事業展開に重大な影響を与える可能性があります。 

③会員数維持 

 「ラグナロクオンライン」は、ＭＭＯＲＰＧ（注１）と呼ばれるジャンルのゲームであり、多人数同時接続

型ゲームとして注目を集めております。「ラグナロクオンライン」は、平成14年８月無料サービス提供を開始

し、平成14年12月に商用サービス提供を開始いたしました。同時接続者数（注２）は最大で10万人を突破し、

平成17年12月末現在で、累計登録ＩＤ数（注３）は134万を超えております。この登録ＩＤ数は、日本国内の

オンラインゲームの中では、最大級の会員数となっております。しかしながら、今後も順調に会員が増加して

いく保証はなく、当社グループの予定どおり会員数が伸びなかった場合には、当社グループの経営成績及び今

後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

 （注）１ 「ＭＭＯＲＰＧ」とは、「Massively Multiplayer Online Role Playing Game」の略称であり、

「大人数が同時に楽しむオンラインロールプレイングゲーム」の意味であります。 

２ 「同時接続者数」とは、同時にオンラインゲームをプレイしているユーザーの数を表しておりま

す。 

３ 「累計登録ＩＤ数」については、オンラインゲームサービス開始日から当該日付までに登録され

たＩＤ数の累計を記載しております。 

(2）当社グループ事業戦略について 

①マルチタイトル化（注１） 

 当社グループは業績の安定化を目指し、主力商品である「ラグナロクオンライン」への依存度を下げるため

に、マルチタイトル化を推進しております。当社グループの戦略であるマルチタイトル化とは、特定タイトル

への依存からリスク分散を図るため、サービス提供するタイトルを拡充し、ポートフォリオ（注２）を設計す

ることを指しております。 

 当連結会計年度末現在、当社グループで商用サービスを行っている「ラグナロクオンライン」以外のオンラ

インゲームは７本あり、その概要は以下のとおりとなっております。これらのオンラインゲームについて、予

定どおりユーザー獲得が進まない場合、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性が

あります。 

会社名 国名 契約の名称 契約内容 契約期間 

Gravity Corp. 韓国 

RAGNAROK LICENSE AND DISTR

IBUTION AGREEMENT 

平成14年７月24日付 

オンラインゲーム「ラグナロクオン

ライン」の日本国内独占配信、販売

権の付与。 

自：平成14年７月24日 

至：平成16年８月31日 

（１年間の契約更新の為の、60日間

第一交渉権） 

（AMENDMENT TO RAGNAROK LICENS

E AND DISTRIBUTION AGREEMENTによ

り契約期間が平成18年８月31日まで

延長されております） 

AMENDMENT TO RAGNAROK LICE

NSE AND DISTRIBUTION AGREE

MENT 

平成16年９月23日付 

“RAGNAROK LICENSE AND DISTRIBUT

ION AGREEMENT”に係る契約期間の

改定。 

自：平成16年９月23日 

至：平成18年８月31日 

（契約更新についての１ケ月前から

の優先交渉権有り） 



 また、当社グループはマルチタイトル化実現のため、ライセンサーからコンテンツのライセンス許諾を受け

ることを予定しております。そのため、コンテンツ取得にかかる一時金支払、コンテンツ管理会社等の設立

や、コンテンツ保有者のＭ＆Ａ等を一手段として、投融資を行う可能性があります。当社グループは、ライセ

ンサーからコンテンツを取得する際には、リスク及びリターンを事前評価し十分に検討した上で、投融資を行

う予定でおりますが、取得したコンテンツの状況が、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与

える可能性があります。 

 （注）１ 「マルチタイトル化」とは、顧客の幅広いニーズを取り入れるために、趣向の異なる複数のオンラインゲー

ムの配信・運営サービスを行う施策であります。 

２ 「ポートフォリオ」とは、「portfolio」の日本語表記であります。ここでは、当社グループが保有する複

数のコンテンツを一つのエンターテインメント提供サービスとして認識し、最大限の効果を得られるような

組み合わせを展開していく施策を表しております。 

②ワンソースマルチユース展開（注１） 

 当社グループは、オンラインゲーム事業の月額課金による収益に依存せず、一つのリソース、つまりコンテ

ンツを複数のメディア上で展開し収益源の多様化を図るべく、ワンソースマルチユース展開を推進しておりま

す。当社グループは、ライセンサーからライセンス許諾を受け日本国内でのオンラインゲームの配信・運営権

を取得いたしますが、その他付随して日本国内におけるモバイル配信・映像・放送・出版・キャラクター商品

化等の権利を必要に応じて取得しております。当社グループは、ライセンサーより使用許諾を受けた権利を、

複数のメディアで二次ライセンス展開を行うことで、コンテンツに対する顧客単価の上昇を狙うと共に、収益

源の多様化を目指しております。 

 しかしながら、必ずしもライセンサーからオンラインゲームの配信・運営権以外の権利を取得できる保証は

なく、二次ライセンス先の営業状況によっては、当社グループの想定どおり計画が進まず、当社グループの経

営成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

 （注）１ 「ワンソースマルチユース展開」とは、一つのコンテンツをオンラインゲームだけではなく、キ

ャラクター商品、音楽、書籍等の様々なウィンドウ（メディア）に展開していく施策でありま

す。 

(3）開発資金の負担について 

 当社グループのオンラインゲーム事業は、ライセンサーから使用許諾を受けてコンテンツを取得する、または

コンテンツを自社開発及び共同開発する等して、コンテンツを保有することが事業開始の第一歩となります。当

社グループは、ライセンサーからコンテンツを取得する際に、ライセンス使用許諾権の対価を、ライセンス取得

時に一括して支払うことが多くあります。また、一般に自社でオリジナルタイトルを開発する際には、完成まで

に２～５年と製品化まで長期に亘る場合も多くあり、多額の先行投資が必要となります。このようにコンテンツ

を保有するためには、いずれの方法でも多額の初期投資費用が発生するため、タイトルが商用サービスを開始し

投資回収を終えるまで長期間に亘り、先行投資負担に耐えうる運転資金が必要となります。 

 そのため、機動的な資金調達が出来ない場合及び商用サービスを開始したものの計画どおり利益計画が進まな

い場合は、先行投資負担に耐えられない可能性があり、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与

える可能性があります。 

名称 Ａ３ ポトリス２  
サバイバル 
プロジェクト  

ＴＡＮＴＲＡ  
ヨーグル 
ティング 

エミル・ 
クロニクル・ 
オンライン 

ジャンル 
オンライン 

ＲＰＧ 

オンライン 

アクション 

ゲーム 

オンライン 

アクション 

ゲーム  

オンライン 

ＲＰＧ 
ＭＭＯＲＰＧ ＭＭＯＲＰＧ 

商用サービス

開始時期 
平成16年10月  平成16年５月 平成16年７月  平成17年４月  平成17年11月 平成17年12月 



(4）新規事業投資損失の計上について 

 当社は、第８期事業年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）に特別損失として新規事業投資損

失188,240千円を計上しております。これは、当社が新規事業として準備をしていたオンラインゲームポータル

サービス事業の整理に伴うものであります。 

 当社及びGravity Corp.は、Gravity Corp.が韓国でRopleNet Corp.と共同で推進していたオンラインゲームポ

ータルサービス事業を日本で展開すべく、平成15年７月25日に「使用権の設定及び総販契約書」を締結し、当該

契約に基づき当社はライセンス契約金の一部として188,240千円を支払っておりました。 

 同事業では、RopleNet Corp.がゲームソリューション、システム等を新規に制作し、当社が日本での運営を担

当することとなっておりましたが、RopleNet Corp.が韓国で運営しているオンラインゲームポータルサービス事

業が予想を大幅に下回る不振となったことから、当該事業を整理することにいたしました。そのため、支払済み

のライセンス契約金についても、平成16年９月に特別損失として計上いたしました。 

 当社グループは今後も、新規のオンラインゲームコンテンツを確保するため、開発元に対して支払う開発一時

金等の先行投資が発生する場合があります。また、新規事業準備のための先行投資が発生する場合があります。

しかし、新規コンテンツの開発、新規事業の準備が想定どおりに行われない可能性や、外部環境の変化等によ

り、新規事業を断念せざるを得ない可能性があります。これらの場合には、先行投資分の回収ができず、当社グ

ループの業績に影響を与える可能性があります。 

(5）海外進出について 

 オンラインゲーム事業は、世界的に拡大しており、先行する韓国及び台湾では既に成熟期に入っているとも言

われております。当社グループは現在、日本国内での配信・運営等にかかるライセンス許諾を使用した事業展開

を主に行っておりますが、今後は、自社オリジナルタイトル開発を行う等して自身がライセンサーとなることを

目指しております。 

 また、当連結会計年度において自社開発オリジナルタイトル「エミル・クロニクル・オンライン」につき、韓

国のグラヴィティ社とグローバルライセンス契約を締結いたしました。これにより、グラヴィティ社とグローバ

ルパートナーシップを強化し、海外進出を開始しております。  

 当社グループは、今後も進出先の市場動向の調査や参入形態の考慮を十分に行い、海外企業との事業提携等も

視野に入れ、事業リスクの軽減を図りながら事業展開を行っていく方針であります。しかしながら、進出対象国

における競合企業の存在や法律・為替その他のカントリーリスクが、当社グループの経営成績及び今後の事業展

開に影響を与える可能性があります。 

(6）代金回収について 

 当社グループは、オンラインゲーム事業についてはＳＢＩベリトランス株式会社及びグレートインフォメーシ

ョン株式会社に課金決済の代行を委託しております。当社は、課金決済を専門業者に委託することで事務作業負

担を軽減しており、各社からの登録状況及び代金回収状況の報告書に基づき、代金回収に関する手数料を支払っ

ております。当社は、各社からの報告書を確認した上で手数料を支払っておりますが、何らかの原因により報告

内容に誤りがあった場合等には、回収漏れが発生し、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与え

る可能性があります。 

３ 開発元に対する依存について 

(1）ゲームライセンス契約について 

 当社グループは、ライセンサーより、日本国内での配信・運営等にかかるライセンス許諾を得て、コンテンツ

を利用しております。本報告書提出日現在、当社グループが締結しているゲームライセンス契約は、「第２ 事

業の状況 ５ 経営上の重要な契約等」に記載のとおりであります。当社グループは、これらの契約について、

契約期間満了後も継続を予定しております。しかしながら、ライセンサー側が、これらの契約の全部もしくは一

部の更新を拒絶した場合または契約内容の変更等を求めてきた場合には、当社グループが現在使用しているコン

テンツ等の使用許諾が継続されない等、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があ

ります。 

 当社グループは、優良なライセンス許諾先の開拓及び関係維持に努めておりますが、必ずしも国内外において

新規のライセンス許諾先が開拓できるとは限らず、また現在の許諾先についても必ず契約更新がなされる保証は

ありません。また、今後市場拡大に伴い、配信・運営権に係るロイヤリティ料が上昇する可能性もあります。こ

のような経営上の不測の事態に陥った場合には、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与える可

能性があります。 



(2）納期管理について 

 当社グループは、ライセンス契約を締結した後に、ライセンサーからオンラインゲームタイトルに係るリソー

スの提供を受けております。当社グループがライセンサーと契約締結し、リソースの提供を受ける時点はケース

バイケースであり、オンラインゲームとして出来上がっている場合、海外のオンラインゲームを日本語にローカ

ライズ（注１）する場合、パッケージゲーム（注２）をオンラインゲームとして開発する場合、全く新規にオン

ラインゲームを開発する場合等、各々の契約によりゲームの開発状況及び開発期間が異なっております。また一

般的に、カジュアルなゲームよりもＲＰＧの方が、開発期間が長期化する傾向も見られます。 

 当社グループは、契約締結時に納品予定日を設定し、ライセンサーと密に連絡を取り開発進捗状況を確認して

おりますが、開発自体はライセンサーの状況に依存せざるを得ず、予定どおりタイトル開発が進まないこともあ

ります。こうした場合には、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

 （注）１ 「ローカライズ」とは、「localization」を語源としており、言葉の翻訳や国または地域に根付く

文化等の違いに対する修正や加工を行う作業を表しております。 

２ 「パッケージゲーム」とは、既存のインターネットを介さないで遊ぶコンピュータゲームでありま

す。 

４ 新規オリジナルタイトルの開発について 

 当社グループは、総合エンターテイメントカンパニーを目指し事業展開を行っており、事業拡大の上で自社オ

リジナルタイトルを開発することが、重要な戦略となっており、自社開発及び共同開発を推進しております。ま

た、ＰＣ用オンラインゲームポータルサイトの運営配信を目的とした株式会社ジー・モードとの合弁会社を設立

し、事業推進を行っていく予定であります。 

 しかし、新規オリジナルタイトルやオンラインゲームポータルサイトの開発が予定どおり進まなかった場合、

または完成し、サービス提供を開始したものの予定どおり会員を獲得できなかった場合等には、当社グループの

経営成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

株式会社ゲームアーツとの業務提携及び資本提携について 

 日本発の代表作を開発すべく、当社は、様々な検討を重ねた結果、株式会社ゲームアーツとの業務提携及び資

本提携を行うこととしました。平成16年４月に当社は、株式会社ゲームアーツと共同でオンラインゲームの企

画・開発を行う業務提携を行いました。また、当社は業務提携をより強固な関係にするため、株式会社ゲームア

ーツが平成16年５月19日付で行った第三者割当増資による新株発行について200株（所有割合11.93％）を引受

け、同社の第２位の株主となりました。その後、平成17年11月11日に656株追加取得し、子会社化しておりま

す。 

 当社と株式会社ゲームアーツの共同開発契約「第２ 事業の状況 ５ 経営上の重要な契約等」に基づき、当

社は株式会社ゲームアーツに開発費を提供しております。また、今後、株式会社ゲームアーツ以外とも同様の共

同開発を行うことが想定され、それらの共同開発会社の経営状況によっては、当社グループの経営成績及び今後

の事業展開に影響を与える可能性があります。 

５ 当社グループの事業環境に関するリスクについて 

(1）オンラインゲーム市場について 

 当社グループが属するオンラインゲーム市場は、黎明期であり市場形成が始まった段階にありますが、インタ

ーネットの普及、ブロードバンドの進展とあいまってオンラインゲーム市場の規模は拡大していくものと予測し

ておりますが、オンラインゲーム市場の成長が当社グループの予測を下回る可能性もあります。 

 また、当社グループの主要事業であるオンラインゲーム事業については、特段の法的規制はありません。しか

しながら、ゲーム市場に対する規制等が新たに制定された場合や、オンラインゲーム市場の成長が当社グループ

の予測を下回った場合等においては、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があり

ます。 



(2）ユーザーニーズへの対応について 

 当社グループのオンラインゲーム事業は、一般消費者がオンラインゲームの会員となっております。そのた

め、当社グループが提供するオンラインゲームは、ユーザーの嗜好性に左右される可能性があり、当社グループ

がそのユーザーの嗜好性に対応したタイトルを提供できない場合には、当社グループの経営成績及び今後の事業

展開に影響を与える可能性があります。 

(3）風評被害を受ける可能性について 

 当社グループのオンラインゲーム事業は、インターネット上でオンラインゲームの配信・運営を行っている特

性上、当社グループの会員はインターネットにおける情報に頻繁にアクセスしております。そのため、事実の有

無にかかわらず風評の影響が大きくなりやすくなっております。この風評により売上高が大きく変動する可能性

があります。このため、当社グループとしましてはよりよく会員の声を聞くため、「ＷＥＢヘルプデスク」（注

１）を中心として、会員の声を幅広く収集し、顧客満足度の向上に努力しております。 

 （注）１ 「ＷＥＢヘルプデスク」とは、当社グループが提供している各種オンラインゲーム以外における会

員と運営チームとのコミュニケーション窓口であり、カスタマーサービスの一環として実施してい

るものであります。 

(4）競合及び新規参入について 

 当社グループが事業展開しているオンラインゲーム市場は、現在黎明期にあるものの急速な市場拡大に伴い、

既存のパッケージゲームメーカーやオンラインゲーム先進国である韓国及び台湾等の海外からの進出等、新規参

入が相次いでおり、競合会社が多く存在します。また、オンラインゲーム事業を行うにあたっては、ゲームに対

する理解力及び目利き力が求められる他、インターネット上でゲーム配信を行うため、ネットワーク技術・サー

バー運営技術・課金等システムの構築・コンテンツ配信能力・コミュニティ運営能力等の様々な能力を活かした

総合サービス提供力が求められております。 

 オンラインゲームは、コンテンツを中心としたコミュニティが形成されるため、早期に市場参入した会社が多

くのユーザーを獲得し、ユーザーを確保し続けるという先行者メリットが発生し易いものと考えられます。ま

た、オンラインゲームコミュニティの運営に関しても、実績に裏付けられたノウハウ等の経験が蓄積され、経験

自体が、競合会社と差別化を図るサービス提供を可能にすると考えられ、より先行者メリットを享受できるよう

になります。 

 このような状況の下、当社グループは更なるノウハウ蓄積に取り組み、先行者メリットにより獲得したユーザ

ーの維持を目指すと共に、魅力的なコンテンツの取得及びコミュニティサービスの運営、ワンソースマルチユー

ス化による収益源の多様化等、競合会社との差別化を図っていく所存であります。 

 当社グループが、先行者メリットによるユーザー維持、魅力的なコンテンツの取得及びサービス提供ができな

い場合は、利用者数の減少から当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。

(5）技術革新への対応について 

 当社グループが事業を展開しているオンラインゲーム市場は、ネットワーク技術及びサーバー運営技術に密接

に関連しておりますが、これらの技術分野は、技術革新が著しいという特徴を有しております。当社グループで

は、適時にコンピュータ技術等の進展に対応していく方針ではありますが、当社グループが想定していないよう

な新技術・新サービスの普及等により事業環境が急激に変化した場合、必ずしも迅速には対応できない恐れがあ

ります。また事業環境の変化に対応するための費用が多額となる可能性もあります。このような場合には、当社

グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 



(6）個人情報（注１）保護について 

 当社グループのオンラインゲーム事業では、会員登録、コンテンツの利用登録及び課金に際して個人情報を取

得し利用すると共に、当社サーバー内に個人情報をストックしております。当社グループでは、平成16年４月13

日にＴＲＵＳＴｅ（注２）プライバシー・プログラムを取得する等して、セキュリティ対策を講じ、個人情報の

管理に十分留意しております。また、経済産業省より個人情報の保護に関する法律（平成15年５月30日法律第57

号、同日一部公布・施行）が為される等、企業の個人情報保護に対する要請は厳格になっております。 

 当社グループでは独自に、ガンホーＩＤ（注３）とアトラクションＩＤ（注４）の２段階管理を行い、重要な

個人情報の管理を物理的に分けることで外部からの個人情報アクセスを防ぐと共に、当社グループ内でも個人情

報にアクセスできる人員を制限していること等の方策により、個人情報が流出しないように留意しております。

 今後、顧客情報の流出により問題が発生した場合、当社グループへの損害賠償請求や信用の低下等により、当

社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

 （注）１ 「個人情報」とは、それによって直接個人が特定され得る情報（氏名・住所・電話番号・emailア

ドレス・性別・生年月日等）とその個人に属する情報（クレジット番号・利用履歴・利用料金・趣

味嗜好・興味ある分野等）、公的証書の写し等であります。 

２ 「ＴＲＵＳＴｅ」とは、インターネット利用者と事業者との間に信頼関係を築くこと、また、それ

を通じてインターネット業界の成長を目的とする独立した非営利組織であります。ＴＲＵＳＴｅプ

ログラムは、ウェブサイトの信頼性を立証する多面的保証プロセスによって成り立っており、これ

により該当ウェブサイト及びそのサービス利用者はオンラインでの購入や個人情報の提供等も安心

して行うことができます。第三者による監督の証として「ＴＲＵＳＴｅマーク」を制定し、オンラ

インでの利用者のプライバシーへの心配を軽減し、これによって利用者はオンラインでの購入や個

人情報の提供等も安心して行うことができるものであります。 

３ 「ガンホーＩＤ」とは、当社の提供する各種サービスを利用するための会員登録を行うことにより

取得できるＩＤであり、多くの個人情報は当該ＩＤに基づいて管理しております。 

４ 「アトラクションＩＤ」とは、会員登録後に、当社の提供する各オンラインゲーム（アトラクショ

ン）に対して利用登録を行うことにより取得できるＩＤであります。 

(7）知的財産権について 

 当社グループは、第三者の保有する知的財産権のライセンスを受けて事業展開を行っているため、第三者の知

的財産権を侵害しないように、特に留意をしております。 

 当社グループは、ライセンス取得の検討段階より、取得候補について特許庁のデータベースで確認を行い、そ

の後、弁理士及び弁護士を通して調査を行っております。また、当社グループはライセンサーとの契約におい

て、第三者の権利侵害を為していない旨の保証と責任を条項に組み込む等して、当社グループ事業の安全な遂行

が為されるように留意しております。 

 しかしながら、当社グループの調査範囲が十分でかつ妥当であるとは保証できません。また、特許権等の知的

財産権が当社グループ事業にどのように適用されるかの全てを正確に想定する事は困難であり、万一、当社グル

ープが第三者の知的財産権を侵害した場合には、当該第三者より損害賠償請求及び使用差し止め等の訴えを起こ

される可能性、並びに当該知的財産権に関する対価の支払等が発生する可能性があります。このような場合に

は、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。なお、当連結会計年度末現

在、当社グループは知的財産権に関する訴訟等を起こされた事実はありません。 

(8）システムトラブルについて 

 当社グループのオンラインゲーム事業は、サーバーを介してサービス提供を行っており、地震や水害等の自然

災害、火災等の地域災害、コンピュータウィルス、電力供給の停止、通信障害、通信事業者に起因するサービス

の中断や停止等、現段階では予測不可能な事由によりシステムがダウンした場合には、営業不可能となります。

また、アクセス数の増加等の一時的な過剰負荷によって当社グループあるいはデータセンターのサーバーが作動

不能や誤作動した場合、正常にコンテンツ配信できなかった場合等、あらゆる原因によりシステムが停止する可

能性があります。さらには、外部からの不正な手段によるコンピュータ内への進入等の犯罪や役職員の過誤等に

よって、当社グループが提供するコンテンツが書換えられたり、重要なデータを消去または不正に入手されたり

する恐れがあります。 

 当社グループはこのような状況を事前に防ぐべく、セキュリティを重視したシステム構成、ネットワークの負

荷分散、24時間365日の監視体制等、安全性を重視し取り組んでおります。 



 また当社グループが提供するオンラインゲームに不良個所（バグ）が発生した場合、これらゲーム配信サービ

スを中断・停止させて、原因究明及び復旧作業を行っております。 

 このような事態が発生した場合には、当社グループに直接的な損害が生じる他、当社グループのサーバーの作

動不能や欠陥等に起因する取引の停止等については、当社グループシステム自体への信頼性の低下等のリスクが

想定され、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

６ 当社グループを取り巻くグループ環境について 

(1）企業集団の概要について 

 当連結会計年度末現在、ソフトバンクＢＢ株式会社は当社株式の議決権を44.62％所有しております。 

当社は、ソフトバンクグループの中で、オンラインによるエンターテインメント事業を推進する企業として位

置付けられ事業展開を行っておりますが、将来のグループ政策変更等により、当社の位置付けが変わる可能性が

あります。その場合、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

(2）ソフトバンクＢＢ株式会社との関係について 

①同社グループにおける当社の位置付け 

ソフトバンクＢＢ株式会社は、東京証券取引所市場第一部に上場しているソフトバンク株式会社の100％子

会社であり、ソフトバンク株式会社を中心とするソフトバンクグループにおいて、ブロードバンド・インフラ

事業及びイーコマース事業を統括する事業統括会社であります。 

当社グループは、ソフトバンクグループ及びソフトバンクＢＢグループが提供するブロードバンド関連各種

サービスの提供のうち、オンラインゲーム事業を展開しておりますが、当社グループの他に、ソフトバンクグ

ループ及びソフトバンクＢＢグループにおいてオンラインゲーム事業を展開している会社として、エヌ・シ

ー・ジャパン株式会社があります。 

エヌ・シー・ジャパン株式会社は、韓国のオンラインゲームメーカーであるNCsoft Corp.が制作するオンラ

インゲームの日本での配信を主な事業としております。 

 当連結会計年度末現在においては、上記のとおり、ソフトバンクグループ及びソフトバンクＢＢグループに

おける当社グループ及びエヌ・シー・ジャパン株式会社社の位置付けは異なっておりますが、将来のグループ

政策変更等により、当社グループの位置付けが変わる可能性があり、出資比率等もそれに応じて変わる可能性

があります。その場合、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。  

 ②人的関係について 

 当連結会計年度末現在における当社取締役７名のうち、以下の１名は当社グループに対する経営方針及び事

業運営に関して有用な助言を得ること等を目的として、関係会社であるソフトバンクＢＢ株式会社より招聘し

ております。 

 当該役員の氏名並びに当社及び同社での役職は以下のとおりであります。 

 また、当社の代表取締役会長の孫泰蔵は、ソフトバンクＢＢ株式会社の（非常勤）取締役を兼務しており、

また、その役職を当面兼務する予定であります。 

  

７ 当社グループの事業体制について 

(1）代表取締役社長森下一喜への依存について 

 当社グループの事業推進者は、代表取締役社長である森下一喜であります。同氏は、平成13年５月に当社に入

社し、オンラインゲーム事業の立ち上げに関わってきた人物であります。同氏は、当社グループの主力商品であ

る「ラグナロクオンライン」を韓国で発掘し、Gravity Corp.とのライセンス契約を取り付けた経緯がある等、

オンラインゲーム事業の推進等において重要な役割を果たしており、その依存度は高いものと考えられます。 

 当社グループは事業運営において、権限委譲や人員拡充等により組織的対応の強化を進めておりますが、現在

においても組織としては小規模であり、何らかの理由により当社グループでの事業推進が困難となった場合、当

社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

(2）小規模組織であることについて 

 当社は第９期事業年度末現在、常勤取締役５名、常勤監査役１名、従業員118名と規模が比較的小さく、内部

管理体制もこれに応じた体制となっております。 

当社における役職 氏名 ソフトバンクＢＢ株式会社での役職名 

取締役（非常勤） 宮内 謙 取締役副社長 



 当社グループは、事業の拡大及び事業内容の多様化に応じて、人員の増強及び内部管理体制の一層の充実を進

めております。今後も引き続き、内部管理体制の強化と機動的かつ柔軟な組織体制の両立を目指し、コーポレー

トガバナンスの強化に取り組む方針であります。しかしながら、人材等の拡充や内部管理体制の構築が予定どお

り進まなかった場合、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

(3）人材の確保について 

 当社グループが今後成長していくためには、オンラインゲームシステム技術者、ゲーム企画開発者及び拡大す

る組織に対応するための管理担当者等、各方面での優秀な人材を確保していくことが重要になります。特にオン

ラインゲームに関する技術者及び企画開発者については、オンラインゲーム市場が黎明期であるため、オンライ

ンゲーム自体に携わった経験を保有する人材の絶対数が少なく、優秀な人材確保が重要と認識しております。 

 当社グループでは、継続的に優秀な人材の確保のために努力を続けており、今後も継続していく方針でありま

すが、今後適切な人材確保及び人材配置に失敗した場合、または人材が流出した場合には、当社グループの経営

成績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

８ その他当社に関するリスクについて 

(1）ストックオプションについて 

 当社は、役員、従業員並びに社外の協力者に対するインセンティブを目的として、新株予約権の発行及びスト

ックオプション制度を採用しております。当連結会計年度末現在における新株予約権による潜在株式数は901株

であり、発行済株式総数81,800株の1.1％に相当します。 

 今後も人材確保策としてストックオプション制度を積極的に活用していくことを検討しており、現在付与して

いる新株予約権に加えて、今後付与される新株予約権の行使が行われた場合には、保有株式の株式価値が希薄化

する可能性があります。当連結会計年度末現在における新株予約権等の状況は、「第４ 提出会社の状況 １ 

株式等の状況 (2）新株予約権等の状況」をご参照ください。 



５【経営上の重要な契約等】 

 本報告書提出日現在における経営上の重要な契約等は次のとおりであります。 

(1）ゲームライセンス契約及び合意書 

会社名 国名 契約の名称 契約内容 契約期間 

Gravity Corp. 韓国 

RAGNAROK LICENSE AND DISTR

IBUTION AGREEMENT 

平成14年７月24日付 

オンラインゲーム「ラグナロクオン

ライン」の日本国内独占配信、販売

権の付与 

自：平成14年７月24日 

至：平成16年８月31日 

（１年間の契約更新の為の、60日間

第一交渉権） 

（AMENDMENT TO RAGNAROK LICENS

E AND DISTRIBUTION AGREEMENTによ

り契約期間が平成18年８月31日まで

延長されております） 

AMENDMENT TO RAGNAROK LICE

NSE AND DISTRIBUTION AGREE

MENT 

平成16年９月23日付 

“RAGNAROK LICENSE AND DISTRIBUTI

ON AGREEMENT”に係る契約期間の改

定 

自：平成16年９月23日 

至：平成18年８月31日 

（契約更新についての１ヶ月前から

の優先交渉権有り） 

基本合意書 

平成16年９月18日付 

RAGNAROK ONLINE２及びGravity Cor

p.が自社で開発する全てのタイトル

のライセンスについての優先交渉権

の付与 

－ 

LICENSE AGREEMENT 

平成16年５月25日付 

日本国内における「ラグナロクオン

ライン」のゲームキャラクターにつ

いての排他的独占的、廃止可能、再

実施可能、割り当て不能な独立した

商品化権の付与 

自：平成16年５月25日 

至：平成18年５月24日 

AMENDMENT TO CHARACTER MER

CHANDIZING LICENSE AGREEME

NT 

平成16年９月23日付 

平成16年９月18日付の「基本合意

書」により白紙化したLICENSE AGREE

MENTを復活 

－ 

「ラグナロクオンライン」モ

バイルサービスに関する許諾

書 

平成16年10月18日付 

日本国内における「携帯電話サービ

ス」に限定した、次の権利の付与 

・「ラグナロクオンライン」のキャ

ラクターの画像・動画・音楽を改

変し、配信する権利 

・「ラグナロクオンライン」のキャ

ラクターを使用したゲームの開

発・配信についての権利 

・「ラグナロクオンライン」につい

ての情報を編集し、配信する権利 

自：平成16年10月18日 

至：平成17年９月23日 

 （契約満了１ヶ月前までに契約延長

についての合意不成立の場合、契約を

満了とする） 

RAGNAROK MOBILE GAME LICEN

SE AND DISTRIBUTION AGREEM

ENT 

平成17年３月15日付 

モバイルゲーム７本の日本国内での

独占的排他的な運営配信権の付与 

平成17年１月21日付「基本合意書」

は、本契約の締結により効力を失う 

自：平成17年３月15日 

至：各タイトルの商用サービス開始

から２年 

（以降１年毎の自動継続。ただし、

その他の条件は別途協議。なお、タ

イトルの一つでも更新されている限

りは、本契約は有効に存続する。） 

ソフトウェア売買契約書 

 平成17年12月22日付 

 「Windows2000/XP」用ゲームソフト

「Emil Chronicle Online」仕様開 

示バージョンシステム一式譲渡に関

する契約 

  

  

－ 

  

ライセンス契約書 

 平成17年12月22日付 

 「EMIL CHRONICLE ONLINE」を日本

国を除く世界中の地域において頒

布、配信、再許諾する権利の付与 

  

自：平成17年12月22日 

至：平成20年12月21日 

 （書面合意により２年間延長） 

 



(2）前事業年度末（第８期事業年度末（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日））における経営上重要な契

約のうち、次の契約については契約が終了しております。 

（注）１ 「ライセンス契約書」は、平成17年８月８日付で「覚書」が締結されたことに伴い効力を失ったものであ

ります。 「本覚書」は、オンラインゲーム「GETAmped」サービス終了の合意に関する覚書になります。 

   ２ 「共同事業体契約書」は、平成17年11月10日付で「共同体事業体解散合意書」が締結されたことに伴い効

力を失ったものであります。 「本契約」により、「本件ソフトウェア」および「本件著作物」の著作

権、登録済または登録申請中の商標権が当企業グループに帰属することとなります。 

会社名 国名 契約の名称 契約内容 契約期間 

HanbitSoft Inc. 韓国 LICENSE AGREEMENT 

オンラインゲーム「Tantra」の日本

国内における独占的な以下の権利の

付与 

・オンラインゲームサービスの販

売、使用の権利 

・販促目的のクライアントパッケー

ジソフト製造、販売 

・出版以外の再販契約締結 

自：平成15年９月５日 

至：商用サービス開始から２年 

（以降１年毎の自動継続） 

株式会社ノース・ス

ターズ・ピクチャー

ズ 

日本 著作物利用許諾契約書 

平成18年１月23日 

「北斗の拳」に関する以下の権利の

付与 

・日本国内において独占的排他的に

オンラインゲームを開発、配信、

販売する権利 

・日本国以外の地域において非独占

的にオンラインゲームを開発、配

信、販売する権利 

・日本国以外の地域において株式会

社ノース・スターズ・ピクチャー

ズの承諾した第三者に対して販売

配信を再許諾する権利 

自：平成18年１月23日 

至：平成23年１月22日 

サイバーステップ株

式会社 
日本 覚書 

平成17年８月８日付 

 オンラインゲーム「GETAmped」サー

ビスの終了 

・「ライセンス契約書」及び本契約

に付随する全ての契約書の解約 

 ─ 

株式会社ブロッコリ

ー 

株式会社ヘッドロッ

ク 

日本 共同事業体解散合意書 

平成17年11月10日付 

 オンラインゲーム「エミル・クロニ

クル・オンライン」に関する共同事

業体の解散 

・「共同事業体契約書」に係る共同

事業体の解散及び原契約に基づ

き締結された各「覚書」の解除 

 ─ 

会社名 国名 契約の名称 契約内容 契約期間 

サイバーステップ
株式会社 

日本  ライセンス契約書(注１) 

 オンラインゲーム「GETAmped」に関
する以下の権利の付与 
 ・日本国内で提供する権利 
 ・アップグレード版の90日間優先交
渉権利 

自：平成15年５月31日  
至：平成18年５月30日  

（以降１年毎の自動更新） 

株式会社ブロッコリ

ー 

株式会社ヘッドロッ

ク 

日本 共同事業体契約書（注２） 
オンラインゲームの共同開発（開

発、販売、サービス運営） 

自：平成17年１月24日 

至：原著作物もしくは本ソフトウェ

アのいずれか長い方の著作権存

続期間が満了するまで 



(3）設備利用及びインターネット接続サービス 

(4）業務提携に係る契約 

(5）業務委託に係る契約 

(6）その他契約 

会社名 国名 契約の名称 契約内容 契約期間 

ソフトバンクＩＤＣ

株式会社 
日本 

コローケーション・サービス

申込・受諾書 

当社サービスを提供する為のＩＤＣ

設備利用、インターネット接続帯

域、稼動確認契約（日本橋ＩＤＣ） 

自：平成15年12月１日 

至：平成17年11月30日 

（以降１年毎の自動更新） 

コローケーション・サービス

申込・受諾書 

当社サービスを提供する為のＩＤＣ

設備利用、インターネット接続帯

域、ＩＤＣ間接続帯域、稼動確認契

約（虎ノ門ＩＤＣ） 

自：平成15年12月15日 

至：平成17年12月14日 

（以降１年毎の自動更新） 

会社名 国名 契約の名称 契約内容 契約期間 

株式会社ジー・モー

ド 
日本 業務・資本提携契約 

両社次の業務・資本提携 

・合弁会社設立等に関する業務提携 

・ガンホー・オンライン・エンター

テイメント株式会社がモバイル化

権を保有するオンラインゲームの

モバイルコンテンツサービ提供に

関する業務提携 

・株式会社ジー・モードの増資を受

ける資本提携 

自：平成17年７月21日 

至：平成22年７月20日 

会社名 国名 契約の名称 契約内容 契約期間 

ＳＢＩベリトランス

株式会社 
日本 業務委託契約書 

オンラインゲームの有料配信サービ

スにおける課金の運営・決済等の業

務委託契約 

自：平成14年10月１日 

至：平成15年９月30日 

（以降１年毎の自動継続） 

※現在自動継続更新中 

会社名 国名 契約の名称 契約内容 契約期間 

株式会社ジー・モー

ド 
日本 新株予約権付与契約 

株式会社ジー・モードのガンホー・

オンライン・エンターテイメント株

式会社に対する新株予約権の付与及

びかかる権利の行使条件等に関する

契約 

－ 

株式会社タカラ 日本 株式譲渡契約書 
株式会社ブロッコリー株式の譲渡に

関する契約 
－ 



６【研究開発活動】 

 当社グループは、オンラインゲームサービス部門において研究開発活動を行っております。 

 オンラインゲームサービスは、技術革新が著しいという特徴を有しているコンピュータ技術（ネットワーク技術、

サーバー運営技術等）と密接に関連しておりますため、コンピュータ技術の進展に適時に対応すべく研究開発活動を

行っております。また、オンラインゲームサービスにおけるエンターテインメント性の向上のため、適宜、特定技術

に関する研究開発活動を行っております。しかしながら、独立した研究開発機関を設置しておりませんことから、そ

の多くはネットワーク技術者やコンテンツ開発者によって行われております。 

 当連結会計年度においては、特定技術等に関する研究開発活動は行っておりません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 本項に記載した予想、予測、見込み、見通し、方針、予定等の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在におい

て判断したものであり、将来に関する事項には不確実性が内在しており、将来生じる実際の結果とは大きく異なる可

能性があります。 

(1）重要な会計方針及び見積もり 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されており

ます。この連結財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務

諸表等連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりであります。なお、この連結財務諸表の

作成にあたっては、経営者が過去の実績や取引状況を勘案し、会計基準の範囲内かつ合理的と考えられる見積もり

及び判断を行っている部分があり、この結果は資産・負債、収益・費用の数値に反映されております。これらの見

積もりについては、継続して評価し、必要に応じて見直しを行っておりますが、見積もりに不確実性が伴うため、

実際の結果はこれらの見積もりと異なる場合があります。 

 なお、当連結会計年度が連結財務諸表作成の初年度であるため前年同期との比較は行っておりません。 

(2）経営成績に重要な影響を与える要因 

 「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。 

(3）経営成績の分析 

 当社グループの経営成績は「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要」に記載のとおりであります。当連結損益計

算書に重要な影響を与えた要因は以下のとおりであります。 

 なお、当連結会計年度が連結財務諸表作成の初年度であるため前年同期との比較は行っておりません。 

① 連結調整勘定 

 急速に変化・拡大するオンライン・エンターテインメント市場に柔軟にかつ積極的に対応していくため、高

いコンテンツ開発能力を有する株式会社ゲームアーツ株式を平成17年11月11日付で追加取得し、連結子会社

といたしました。 

 これに伴い、連結調整勘定518,818千円を計上いたしました。連結調整勘定の償却につきましては、今後の

コンテンツ収益力を勘案し、効果の発現する期間を５年間と見積もって均等償却を行うことといたしまし

た。 

 これにより、連結調整勘定の償却を8,646千円計上いたしました。 

 ② 新タイトルゲームの企画・製作に関する会計処理 

   新タイトルのゲームの企画・製作段階の支出を「ソフトウェア仮勘定」で集計しております。ゲームの製

作が終了し、商用化された際「ソフトウェア仮勘定」より「ソフトウェア」勘定に振り替える処理を行い、

一定の期間に渡って償却を行っております。なお、当該償却額は売上原価に含めて処理しております。 

 これにより、当連結会計年度の売上原価にはソフトウェア償却額が28,510千円含まれております。 

(4）キャッシュ・フローの分析 

 なお、当連結会計年度が連結財務諸表作成の初年度であるため前年同期との比較は行っておりません。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における税金等調整前当期純利益は、894,829千円となりましたが、当連結会計年度において売

上債権の増加299,815千円、仕入債務の増加123,726千円を計上したことを主要因として、営業活動により獲得した

現金及び現金同等物は745,861千円となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において株式会社ゲームアーツの子会社化、ガンホー・モード株式会社の設立、オリジナルオン

ラインゲーム制作を目的とした無形固定資産への支出を行ったことを主要因として、投資活動により支出した現金

及び現金同等物は7,397,127千円となりました。 



（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において、公募による新株式を発行したこと、借入金による収入があったことから、財務活動に

より獲得した現金及び現金同等物は7,202,496千円となりました。 

 この結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は1,514,436千円となりました。 

(6）戦略的現状と見通し 

 当社グループは、「挑戦・創造する経営」を経営理念として掲げ、「Inspire Movement」をキーワードコンセプ

トに「感動と楽しい経験」をお客様に提供することを使命として、平成14年８月にオンラインゲームサービス事業

を開始いたしました。当社グループは、オンラインゲームを軸とした新しいエンターテインメントを提供し続ける

「総合エンターテインメントカンパニー」として、「Online Community（オンライン・コミュニティ）」と

「Online Entertainment（オンライン・エンターテインメント）」とを融合した新しいエンターテインメントのビ

ジネスモデルである「Online Communitainment（オンライン・コミュニテインメント）」（注）の実現を目指して

おります。 

 上記の実現のための具体的な課題と戦略につきましては「第２ 事業の状況 ３ 対処すべき課題」に記載して

おります。また、事業展開上のリスクにつきましては「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」に記載しており

ます。 

 （注） 「Online Communitainment（オンライン・コミュニテインメント）」とは、当社グループが提唱する

Online Community（オンライン・コミュニティ）とOnline Entertainment（オンライン・エンターテイ

ンメント）とを融合した新しいエンターテインメントのビジネスモデルの総称であります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度におきましては、総額878,503千円の設備投資を行いました。その主なものとしましては、オンラ

インゲーム事業に係る設備を中心とした器具備品103,564千円、オンラインゲーム事業に係るソフトウェア493,575千

円であります。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１ 当連結会計年度末現在、休止中の設備はありません。 

２ 上記の他、主要な賃借設備は次のとおりであります。 

３ 上記の他、リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

４ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）国内子会社 

 （注）１．上記金額には消費税等を含めておりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）重要な設備の除却等（平成17年12月31日現在） 

 該当事項はありません。 

  平成17年12月31日現在

事業所名 
（所在地） 

部門 設備の内容 

帳簿価額（千円） 

従業員数 
（名） 

建物 器具備品 
有形固定資
産合計 

ソフトウ
ェア 

ソフトウ
ェア仮勘
定 

本社 

（東京都千代田区） 

オンラインゲーム 

サービス部門 

その他部門 

全社（共通） 

本社事務所 58,255 31,603 89,858 404,746 565,483 118 

事業所名 
（所在地） 

部門 設備の内容 
年間賃借料 
（千円） 

摘要 

本社 

（東京都千代田区） 

オンラインゲームサービス部門 

その他部門 

全社（共通） 

建物 114,718 賃借 

名称 数量 リース期間 
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

サーバー・ＰＣ等 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 ３年 129,581 307,484 

会社名 （所在地） 部門 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 建物及び

構築物 
器具備品 

有形固定 
資産合計 

ソフト 
ウェア 

ソフトウェ
ア仮勘定 

 ㈱ゲームアーツ 
東京都 

豊島区 

オンラインゲーム 

サービス部門 

その他部門 

全社（共通） 

事務所 2,148 9,485 11,633 252,568 290,241 78 

  平成17年12月31日現在

会社名 所在地  部門 設備の内容 

投資予定額 

資金調達方法 着手年月 
完了予定

年月 
総額   既支払額 

当社本

社 
東京都千代田区  

オンライン 

ゲーム部門  

オンラインゲーム開

発・運営機器等  
368,718 － 

自己資金及び 

増資資金 

平成18年

１月  

平成18年

12月  

オンラインゲーム制

作投資  
687,638 211,804 自己資金  

平成18年

１月   

平成18年

12月   



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）並びに商法

第280条ノ20の規定に基づき発行した新株予約権（第三者割当）は、次のとおりであります。 

①平成16年５月17日開催の臨時株主総会決議及び平成16年６月21日開催の取締役会決議に基づき平成16年７月30日

に発行した第１回新株予約権（ストックオプション） 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 321,200 

計 321,200 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数(株) 
（平成18年３月30日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 81,800 86,388 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のない当

社における標準と

なる株式 

計 81,800 86,388 － － 

  
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数 829個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 4,145株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 56,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年５月18日から 

平成26年５月17日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   56,000円 

資本組入額  28,000円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利付与日等、権利行使

の条件は株主総会決議及

び取締役会決議に基づ

き、当社と付与対象者と

の間で締結する権利付与

契約に定めるものとす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡、質入及び担

保権の設定は認めない。 
同左 



②平成16年５月17日開催の臨時株主総会決議、平成16年６月21日及び平成16年７月30日開催の取締役会決議に基づ

き平成16年７月30日に発行した第２回新株予約権（第三者割当） 

  
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数 72個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 360株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 56,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年５月18日から 

平成26年５月17日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   61,600円 

資本組入額  30,800円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利付与日等、権利行使

の条件は株主総会決議及

び取締役会決議に基づ

き、当社と付与対象者と

の間で締結する権利付与

契約に定めるものとす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡、質入及び担

保権の設定は認めない。 
同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 有償・第三者割当増資 

割当先 インディゴ株式会社（現アジアングルーヴ株式会社）、ソフトバンク・イーコマース株式会社（現

ソフトバンクＢＢ株式会社） 

発行価額 50,000円、資本組入額 50,000円 

２ 無償・株式消却による減資 

平成13年５月３日開催の臨時株主総会決議に基づき、自己株式4,940株による無償の株式償却による減資

（247,000千円）を行っております。なお、当該自己株式は、平成13年３月27日付でソフトバンク・イーコ

マース株式会社（現ソフトバンクＢＢ株式会社）より2,470株、Egghead.com, Inc.より2,470株の無償譲渡

を受けたものであります。 

３ 有償・第三者割当増資 

割当先 アジアングルーヴ株式会社、ソフトバンクＢＢ株式会社 

発行価額 50,000円、資本組入額 50,000円 

４ 無償・減資 

平成15年８月27日開催の臨時株主総会決議に基づき、無償減資（719,488千円）を行っております。 

５  有償一般募集 

平成17年２月３日及び平成17年２月17日開催の取締役会決議に基づき、平成17年３月８日を払込期日とした

公募による新株式発行を行っております。 

 発行価格 1,200,000円、引受価額 1,104,000円、発行価額 850,000円、資本組入額 425,000円 

６ 株式分割 

平成17年７月25日開催の取締役会決議に基づき、平成17年10月20日付をもって１株を５株に株式分割してお

ります。  

７ 有償・第三者割当増資 

平成18年３月13日開催の取締役会決議に基づき、平成18年３月29日を払込期日とした第三者割当による新株

式発行を行っております。 

この結果、資本金は4,211,748千円、資本準備金は4,204,436千円、発行済株式総数は86,388株となっており

ます。  

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年３月30日 

（注）１ 
4,000 17,000 200,000 850,000 － － 

平成13年６月25日 

（注）２ 
△4,940 12,060 △247,000 603,000 － － 

平成15年８月29日 

（注）３ 
4,000 16,060 200,000 803,000 － － 

平成15年10月２日 

（注）４ 
－ 16,060 △719,488 83,512 － － 

平成17年３月９日 

 （注）５ 
300 16,360 127,500 211,012 203,700 203,700 

平成17年10月20日 

 （注）６ 
65,440 81,800 － 211,012 － 203,700 



(4）【所有者別状況】 

(5）【大株主の状況】 

  平成17年12月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 4 19 101 6 1 4,106 4,237 － 

所有株式数

（株） 
－ 2,552 1,865 60,939 6,658 10 9,776 81,800 － 

所有株式数 

の割合（％） 
－ 3.12 2.28  74.50 8.14 0.01 11.95 100.00 － 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ソフトバンクＢＢ株式会社 東京都港区東新橋１-９-１ 36,450 44.55 

アジアングルーヴ株式会社 東京都千代田区神田淡路町１－１ 20,030 24.48 

アジアングルーヴ     

エイチケイ リミテッド 

Unit 2203, 22nd Floor, Causeway Bay Pl

aza 2, 463 Lockhart Road, Caoseway Ba

y, Hong Kong 

6,575 8.03 

マーケットメーカーファンド

投資事業組合 
東京都渋谷区桜ヶ丘３-３ 2,340 2.86 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２-４-６ 2,264 2.76 

 株式会社サン・クロレラ 
 京都府京都市下京区烏丸通五条下る大阪町

369 
800 0.97 

 ユーリーグ株式会社 
 東京都新宿区神楽坂４-１-１      

オザワビル５Ｆ 
565 0.69 

 大和証券株式会社  東京都千代田区大手町２-６-４ 517 0.63 

 ＳＭＢＣフレンド証券株式会

社自己融資口 
 東京都中央区日本橋兜町７-12 470 0.57 

 黒坂  勉  埼玉県川口市芝２-26-４ 373 0.45 

計 － 70,384 86.04 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の株式数には、証券保管振替機構名義の失念株式124株が含まれておりますが、

議決権の数には、当該株式に係る議決権124個は含まれておりません。 

  

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるもの 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 81,800 81,676 

権利の内容に何ら限定

のない当社における標

準となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 81,800 － － 

総株主の議決権 － 81,676 － 

決議年月日 平成16年５月17日 

付与対象者の区分及び人数 取締役４名、監査役３名及び従業員18名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確保するため、現在まで配当は行っておりませ

ん。 

 今後は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと考え、今後の事業展開及び経営体質強化のための内部

留保の充実を勘案しながら、業績に見合った利益還元を行ってまいります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものでありま

す。 

なお、平成17年３月９日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

２．□印は株式分割による権利落（基準日：平成17年８月31日）後の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１. 最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであり

ます。 

 ２. □印は株式分割による権利落（基準日：平成17年８月31日）後の株価であります。 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高（円） － － － － 
22,600,000 

 □  7,340,000 

最低（円） － － － － 
4,700,000 

 □  1,800,000 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 16,800,000 
16,400,000 

 □ 4,620,000 
7,340,000 4,250,000 2,770,000 2,990,000 

最低（円） 11,020,000 
12,600,000 

 □ 4,310,000 
3,560,000 3,030,000 1,990,000 1,800,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役 

会長 
－ 孫 泰蔵 昭和47年９月29日 

平成８年２月 インディゴ株式会社 代表取締役

社長就任 

平成12年４月 ソフトバンク・イーコマース株式

会社（現ソフトバンクＢＢ株式会

社）取締役就任（現任） 

平成12年８月 オンセール株式会社（現当社） 

代表取締役社長就任 

平成14年２月 インディゴ株式会社から会社分

割、社名変更インディゴホールデ

ィングス株式会社（現 アジアン

グルーヴ株式会社） 代表取締役

就任（現任） 

平成16年１月 当社 代表取締役会長就任（現

任） 

平成16年２月 ベリトランス株式会社 取締役就

任（現任） 

－ 

代表取締役 

社長 
－ 森下 一喜 昭和48年９月16日 

平成６年４月 株式会社パルテック入社 

平成８年７月 株式会社ソフトクリエイト シス

テム営業部グループ長 

平成12年３月 ドルフィン・ネット株式会社 取

締役就任 

平成12年12月 キッカーズ放送網株式会社 取締

役就任 

平成13年５月 オンセール株式会社（現当社） 

Ｅ－サービス部部長 

平成14年８月 当社 ＣＯＯ就任 

平成16年１月 当社 代表取締役社長就任（現

任） 

－ 

取締役 
開発本部長兼Ｃ

ＴＯ 
堀 誠一 昭和44年５月８日 

平成２年４月 日本ソフトバンク株式会社入社 

平成６年８月 ソフトバンク技研株式会社（現ソ

フトバンク・テクノロジー株式会

社）へ転籍 

平成14年４月 マジックポッド株式会社入社 

平成14年８月 当社入社 技術部門の統括及びコ

ンテンツ運営を担当 

平成16年４月 当社 コンテンツ開発部長 

平成16年４月 当社 取締役就任（現任） 

平成18年１月 当社 開発本部長兼ＣＴＯ（現

任） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役 
管理本部長兼Ｃ

ＦＯ 
坂井 一也 昭和40年１月28日 

昭和62年４月 株式会社九州相互銀行（現株式会

社親和銀行）入行 

平成５年１月 エクス・ツールス株式会社入社 

平成８年４月 同社 取締役管理本部長就任 

平成12年４月 同社 代表取締役副社長就任 

平成14年４月 同社 代表取締役社長就任 

平成15年11月 同社 代表清算人就任 

平成16年４月 同社 代表清算人辞任 

平成16年４月 当社入社 管理部長兼ＣＦＯ 

平成17年３月 当社 取締役就任（現任） 

平成18年１月 当社 管理本部長兼ＣＦＯ（現

任） 

－ 

取締役 経営企画本部長 松阪 洋 昭和41年10月16日 

平成元年４月 東急建設株式会社入社 

平成11年６月 株式会社日建板入社 

平成12年７月 インタラクティブケーブル通信株

式会社入社 

平成14年１月 グローバルソリューション株式会

社入社 

平成15年１月 グローバルアクセス株式会社入社 

平成16年２月 当社入社 バックオフィス部マネ

ージャー 

平成16年４月 当社 経営企画室室長 

平成16年７月 当社 取締役就任（現任） 

平成18年１月 当社 経営企画本部長（現任） 

－ 

取締役 － 宮内 謙 昭和24年11月１日 

昭和52年２月 社団法人日本能率協会入社 

昭和59年10月 株式会社日本ソフトバンク（現ソ

フトバンク株式会社）入社 

昭和63年２月 同社 取締役就任 ソフトウェア

事業部商品部長 

平成５年４月 同社 常務取締役就任 ネットワ

ーク事業部長 

平成９年６月 同社 常務取締役就任 ソフト・

ネットワーク事業部長 

平成10年７月 オンセール株式会社（現当社）取

締役就任 

平成11年１月 当社 代表取締役就任 

平成11年４月 ソフトバンク株式会社 常務取締

役 ソフト・ネットワークカンパ

ニープレジデント就任 

平成11年９月 ソフトバンク・コマース株式会社

（現ソフトバンクＢＢ株式会社）

 代表取締役社長就任 

平成12年１月 当社 取締役就任（現任） 

平成12年６月 ソフトバンク株式会社 取締役就

任（現任） 

平成14年１月 ディーコープ株式会社 代表取締

役就任（現任） 

平成15年１月 ソフトバンクＢＢ株式会社 取締

役副社長就任（現任） 

－ 

取締役 
マーケティング

本部長 
 北村 佳紀  昭和43年6月11日 

 平成４年４月 株式会社学生援護会入社 

 平成７年１月 株式会社ロマンズジャパン入社 

 平成11年９月 ＩＣＣ株式会社入社 

平成14年１月 ＮＣジャパン株式会社入社 

平成15年２月 当社入社 マーケティング部長 

 平成18年１月 当社 マーケティング本部長（現

任） 

平成18年３月 当社 取締役就任（現任）  

－ 

 



 （注）常勤監査役安藤陽一郎、監査役上原浩人及び監査役蒲敏郎は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する

法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

監査役 

（常勤） 
－ 安藤 陽一郎 昭和13年２月15日 

昭和31年４月 株式会社富士銀行入行 

昭和59年10月 同行 稲毛支店長 

昭和62年５月 同行 旭川支店長 

平成３年12月 株式会社ユーザス 取締役就任 

平成８年11月 株式会社ラクセス 常務取締役就

任 

平成10年10月 株式会社フォワードビルディング

 常勤監査役就任 

平成12年４月 ソフトバンク・コマース株式会社

 常勤監査役就任 

平成15年１月 ソフトバンクＢＢ株式会社 常勤

監査役就任 

平成15年５月 当社 監査役就任（現任） 

平成15年６月 株式会社クリエイティブバンク 

監査役就任 

－ 

監査役 － 上原 浩人 昭和36年９月23日 

昭和60年４月 大阪府庁入庁 

平成３年４月 埼玉大学（現 政策研究大学院大

学）大学院政策科学研究科修士課

程卒業 

平成10年10月 朝日監査法人（現あずさ監査法

人）入所 

平成12年７月 上原浩人公認会計士事務所開業 

平成14年３月 当社 監査役就任（現任） 

平成14年８月 エムエー・パートナーズ公認会計

士共同事務所開設 代表就任（現

任） 

－ 

監査役 － 蒲 敏郎 昭和35年９月10日 

平成５年４月 弁護士登録（第二東京弁護士会所

属） 

元木・上野法律事務所入所 

平成10年9月 桐蔭横浜大学法学部 非常勤講師 

平成15年９月 城山タワー法律事務所設立 代表

弁護士（現任） 

平成17年４月 桐蔭横浜大学法科大学院専任教授

（「電磁商取引と法」を担当、現

任） 

平成18年３月 当社 監査役就任（現任） 

－ 

        計  － 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は、企業価値の最大化と健全性の確保の両立を経営の最重要課題の一つとして認識しています。その実現に向

け、株主の皆様、顧客、取引先、地域社会、従業員の各ステークホルダーと良好な関係を築き、長期安定的な成長を

遂げていくことが重要であると考えております。このような認識のもと、当社は、様々な施策を講じて、コーポレー

ト・ガバナンスの充実を図っております。 

(1）会社の機関の内容 

①取締役・取締役会 

 有価証券報告書の提出日現在、当社では７名の取締役がその任にあたっております。取締役会は取締役全員で

構成されており、原則として毎月１回の定時取締役会を開催する他、必要に応じて臨時取締役会が開催されてお

ります。 

②経営会議 

 経営会議は、取締役会への付議事項の審議及び重要案件に関する審議・決議を行う機関であります。経営会議

は、代表取締役会長、代表取締役社長、常勤取締役及び最高財務責任者により構成されており、原則として毎月

１回開催している他、必要に応じて臨時開催を行っております。 

③監査役 

 現在、当社では３名の監査役（うち常勤監査役１名、３名ともに社外監査役）がその任にあたっております。

現在、当社は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」に定める大会社等には該当しておりません

が、監査役業務を円滑かつ効率的に実施することの重要性を鑑み、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関

する法律」第２条第２項に規定する「みなし大会社」へ移行し、監査役会を設置しております。監査役会は原則

として毎月１回開催している他、必要に応じて臨時開催を行っております。また、常勤監査役は、取締役会及び

経営会議に出席をしております。各監査役は、コーポレート・ガバナンスの一翼を担う独立の機関であるとの認

識のもと、取締役の業務執行全般にわたって監査を実施しております。 

④独立監査人 

 当社は、中央青山監査法人に会計監査を委嘱しております。中央青山監査法人は、監査人として独立の立場か

ら財務諸表等に対する意見を表明しております。 



 当社の経営監視、業務執行の体制及び内部監査の仕組みは次のとおりであります。 

(2）内部監査システムの整備の状況 

 当社全部署を対象とした内部監査は、経営企画室（２名）が担当しており、監査実施結果を代表取締役社長へ報

告しております。 

 経営企画室が実施する内部監査は、法令遵守（コンプライアンス）の徹底による組織運営の健全性確保に重点を

おいて進めております。 

(3）リスク管理体制の整備の状況 

 当社におけるリスクマネジメントの統括は、経営企画室が担当しております。 

 また、個人情報保護を含む情報セキュリティに対するリスク管理体制については、特に情報セキュリティ委員会

を設置し、情報セキュリティに対する意識付け及び検証・指導を行っております。 



(4）役員報酬の内容 

 当社は、第９期事業年度において、取締役及び監査役に次のとおり役員報酬を支払っております。 

（注）１ 株主総会決議による取締役の報酬限度額は年額300,000千円であります（平成16年７月30日開催の臨時株主

総会決議）。 

 ２ 株主総会決議による監査役の報酬限度額は年額50,000千円であります（平成16年７月30日開催の臨時株主総

会決議）。 

 ３ 上記のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額 

 使用人兼務取締役 ３名    36,171千円 

(5）監査報酬の内容 

 第９期事業年度において、監査契約に基づく監査証明に係る報酬及び監査証明に係る報酬以外の支払いは以下の

とおりであります。 

 （注） 上記金額には、立替経費及び消費税等は含まれておりません。 

区分 
第９期事業年度 

備考 
支給人員 金額 

取締役 5 73,750 （注）１、３ 

監査役 3 8,400  （注）２ 

合計 8 82,150   

区分 
第９期事業年度 

備考 
金額 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 14,000千円   

上記以外の業務に基づく報酬 9,100千円   



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府例」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府例」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日ま

で）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16年１月１日から平成16年12月31日まで）及び当事業年度（平成17年１

月１日から平成17年12月31日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人の監査を受けております。 

３ 連結財務諸表について 

前事業年度（平成16年１月１日から平成16年12月31日まで）は、子会社が無かったため、連結財務諸表を作成し

ておりません。 

当連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、

前連結会計年度との対比は行っておりません。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
当連結会計年度 

（平成17年12月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金   1,514,436

２．売掛金   802,611

３．たな卸資産   96,599

４．繰延税金資産   20,127

５．その他   460,444

流動資産合計   2,894,218 23.1

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1）建物   76,799

減価償却累計額   △16,395 60,403

(2）その他   96,788

減価償却累計額   △55,699 41,089

有形固定資産合計   101,492 0.8

２．無形固定資産   

(1）ソフトウェア   657,314

(2）ソフトウェア仮勘定   855,724

(3）連結調整勘定   510,171

(4）その他   34,834

無形固定資産合計   2,058,045 16.4

３．投資その他の資産   

(1）投資有価証券 ※１ 7,014,585

(2）長期貸付金   9,228

(3）その他   476,739

貸倒引当金   △9,772

投資その他の資産合計   7,490,780 59.7

固定資産合計   9,650,318 76.9

資産合計   12,544,537 100.0 

     
 



    
当連結会計年度 

（平成17年12月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金 ※１  368,751

２．短期借入金   5,740,000

３．１年以内返済予定 
    長期借入金 

  604,025

４．１年以内償還予定社債   132,000

５．未払法人税等   176,826

６．賞与引当金   6,000

７．その他   929,193

流動負債合計   7,956,795 63.4

Ⅱ 固定負債   

１．社債   192,000

２．長期借入金   1,732,931

３．繰延税金負債   326,415

４．退職給付引当金   28,733

固定負債合計   2,280,079 18.2

負債合計   10,236,875 81.6

    

（少数株主持分）   

少数株主持分   187,970 1.5

    

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※２ 211,012 1.7

Ⅱ 資本剰余金   203,700 1.6

Ⅲ 利益剰余金   1,221,912 9.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金   483,067 3.9

資本合計   2,119,691 16.9

負債、少数株主持分及び資本
合計 

  12,544,537 100.0 

    



②【連結損益計算書】 

    
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   5,670,872 100.0 

Ⅱ 売上原価   2,518,276 44.4

売上総利益   3,152,596 55.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
  
  

１. 給与手当   508,361

２. 広告宣伝費   342,368

３. 業務委託費   261,171

４. システム運営費   200,037

 ５. その他   881,943 2,193,881 38.6

営業利益   958,714 17.0

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息   151

２．受取奨励金   56,903

３．その他   9,145 66,199 1.1

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息   55,896

２．支払保証料   25,643

３．その他   3,232 84,772 1.5

経常利益   940,142 16.6

Ⅵ 特別利益   

１．貸倒引当金戻入益   233 233 0.0

Ⅶ 特別損失   

１．本社移転関連費用 ※１  45,528

２．その他    17 45,546 0.8

税金等調整前当期純利益   894,828 15.8

法人税、住民税及び事業税   233,269

法人税等調整額   140,884 374,154 6.6

少数株主損失   4,672 0.1

当期純利益   525,347 9.3

    



③【連結剰余金計算書】 

    
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高    ─ 

Ⅱ 資本剰余金増加高   

１．増資による新株の発行   203,700 203,700

Ⅲ 資本剰余金期末残高   203,700

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   696,564

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１．当期純利益   525,347 525,347

Ⅲ 利益剰余金期末残高   1,221,912

    



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益   894,829

減価償却費   82,540

連結調整勘定償却額   8,646

退職給付引当金の減少額   △128

貸倒引当金の減少額    △233

賞与引当金の減少額   △23,814

受取利息   △262

支払利息   57,244

本社移転関連費用   19,230

売上債権の増加額   △299,815

たな卸資産の増加額   △18,453

仕入債務の増加額   123,726

未払金の増加額   9,926

未払消費税等の減少額   △33,794

その他流動資産の増加額   △18,291

その他流動負債の増加額   72,926

小計   874,277

利息及び配当金の受取額   151

利息の支払額   △56,275

法人税等の支払額   △72,291

営業活動によるキャッシュ・フロー   745,861

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入れによる支出   △1,000

投資有価証券の取得による支出   △5,920,301

連結範囲変更を伴う子会社株式の
取得による支出 

  △263,630

連結範囲変更を伴う子会社株式の
取得による収入 

  180,000

有形固定資産の取得による支出   △103,564

無形固定資産の取得による支出   △843,164

長期前払費用の増加による支出   △330,747

敷金保証金の差入による支出   △135,100

敷金の戻入による収入   20,263

貸付金の回収による収入   115

投資活動によるキャッシュ・フロー   △7,397,127

 



    
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増額   5,566,665

長期借入金による収入   1,530,000

長期借入金の返済による支出   △225,369

株式の発行による収入   331,200

財務活動によるキャッシュ・フロー   7,202,496

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   551,230

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   963,206

 Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高  ※１ 1,514,436 

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 子会社は全て連結しております。 

連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

  ガンホー・モード株式会社 

  株式会社ゲームアーツ 

  ガンホー・モード株式会社は、当連結

会計年度に設立したことにより、また、

株式会社ゲームアーツは、当連結会計年

度に株式を取得したことにより、当連結

会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。 

２．持分法の適用に関する事項   非連結子会社及び関連会社がないた

め、持分法の適用はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

  連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

４．会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

 ① 有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 ② たな卸資産 

   個別法による原価法 

  

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

①  有形固定資産 

  定率法によっております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

 であります。 

    建物         15年 

    その他（器具備品）４～６年 

 ②  無形固定資産 

   定額法によっております。 

   なお、自社利用のソフトウェアにつ

 いては、社内における利用可能期間 

 (５年)に基づいております。 

  

(3）重要な引当金の計上基準  ① 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

 ② 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備えるため、

 将来の支給見込額のうち当連結会計期

 間の負担額を計上しております。  

 ③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

 該一部の連結子会社における子会社の

 退職金規程に基づく連結会計期間末自

 己都合要支給額から中小企業退職共済

 制度より支給される額を控除した額を

 計上しております。 

  

(4）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

の基準 

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。 

  

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(5）重要なリース取引の処理

方法 

   リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

  

(6）重要なヘッジ会計の方法  ① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象  

 ③ ヘッジ方針 

 金利の市場変動によるリスクを回避

するために、デリバティブ取引を利用

しており、投機目的のものはありませ

ん。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する

重要な条件が同一であり、金利スワッ

プの特例処理の要件を満たしているた

め、ヘッジ有効性の判定を省略してお

ります。 

  

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

 金利スワップ  借入金利息 

(7）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税及び地方消費税の会計処理 

  税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

    連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

  

６．連結調整勘定の償却に関す

る事項 

   連結調整勘定の償却については、５年

 間の均等償却を行っております。 

  

７．利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

   連結会計年度中に確定した利益処分又

 は損失処理に基づいております。 

  

８．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

   手許現金、随時引き出し可能な預金及 

 び容易に換金可能であり、かつ、価値の

 変動について僅少なリスクしか負わない

 取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来 

 する短期投資からなっております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日現在） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 担保に供している資産 

 投資有価証券        4,291,197千円 

  (2) 担保資産に対応する債務 

 短期借入金         4,000,000千円 

※２ 発行済株式の種類及び総数 

    普通株式             81,800株 

  

３ 貸出コミットメントライン 

 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。これらの契約に基づく借入未実現残高は次

のとおりであります。 

  貸出コミットメントの総額  2,000,000千円 

  借入実行残高  1,850,000千円 

  差引額  150,000千円 

第９期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ※１  本社移転関連費用は、平成17年５月に連結財務諸

表提出会社が本社移転をしておりますことから、旧

社屋建物の耐用年数見直しに伴う臨時償却費、原状

回復費及び新社屋に関する賃貸借契約締結に伴う仲

介手数料、引越費用等を計上しております。 

  



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成17年12月31日現在） 

  

２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 (1) 株式の取得により新たに株式会社ゲームアーツを連

結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに株式会社ゲームアーツ株式の取得価額と株式会社

ゲームアーツ取得のための支出(純額)との関係は次の

とおりであります。 

  

(2) ガンホー・モード株式会社を合弁で設立したことに

伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びにガンホ

ー・モード株式会社株式の取得価額とガンホー・モー

ド株式会社設立による収入(純額)との関係は次のとお

りであります。 

  

  現金及び預金   1,514,436千円

   現金及び現金同等物  1,514,436千円

    (千円)

 流動資産   547,789 

 固定資産   293,442 

 連結調整勘定   518,818 

 流動負債   △579,514 

 固定負債   △235,876 

 少数株主持分及び連結開始 

前取得分 
  △212,643 

株式会社ゲームアーツ株式の

取得価額 
  332,017 

株式会社ゲームアーツ 

現金及び現金同等物 
  68,387 

差引：株式会社ゲームアーツ

取得のための支出 
  263,630 

    (千円)

 流動資産   400,000 

 少数株主持分   △180,000 

ガンホー・モード株式会社株

式の取得価額 
  220,000 

ガンホー・モード株式会社現

金及び現金同等物 
  400,000 

差引：ガンホー・モード株式

会社設立による収入 
  180,000 



（リース取引関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

器具備品 493,618 192,657 300,960

合計 493,618 192,657 300,960

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 148,157千円

１年超 160,044千円

合計 308,201千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 129,974千円

減価償却費相当額 118,868千円

支払利息相当額 13,985千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。  

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 193千円

１年超 ─ 千円

合計 193千円



（有価証券関係） 

当連結会計年度（平成17年12月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 当連結会計年度において、当社グループはヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引以外に開示対象とな

るデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

種類 取得原価(千円) 
連結貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

 ① 株式 5,311,758 5,723,797 412,038 

 ② その他  868,000 1,270,578 402,578 

 小計 6,179,758 6,994,375 814,616 

 合計 6,179,758 6,994,375 814,616 

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 20,210 

合計 20,210 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１ 一部の子会社において採用している退職給付制度の概要
 確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けて
おり、また中小企業退職共済制度に加入しておりま
す。   

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年12月31日) 

   退職給付引当金は、簡便法により、退職金規程に基

づく期末自己都合要支給額より中小企業退職共済制度

から支給される額を控除した額を計上しておりま

す。  

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成17年１月１日  

至 平成17年12月31日） 

      

  中小企業退職共済制度については、拠出額を退職給

付費用として処理しております。  

 イ 退職金規程に基づく 

期末自己都合要支給額 
44,646千円  

 ロ 中小企業退職共済制度 

から支給される額 
 15,912千円  

 ハ 退職給付引当金  28,733千円  

イ 期末自己都合要支給額

に基づく戻入額 
        △128千円 

  ロ 中小企業退職共済制度 

 への拠出額 
270千円 

  ハ 退職給付費用(イ＋ロ) 141千円 



（税効果会計関係） 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日現在） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 千円

未払事業税 15,368 

一括償却資産 1,088 

減価償却超過額 4,046 

繰越欠損金 215,149 

 その他 4,759 

小計 240,410 

  評価性引当金 215,149 

  繰延税金資産合計 25,261 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △331,549 

繰延税金負債合計 △331,549 

差引：繰延税金資産の純額 △306,287 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  （％）

法定実効税率 40.7 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
1.4 

住民税均等割 0.3 

連結調整勘定償却額 1.0 

IT投資特別税額控除 △1.6 

その他  0.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.8 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 当社グループはオンラインゲームを主軸としてサービスの提供を行っており、１つのセグメントしかないた

め該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  韓国 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 726,449 726,449 

Ⅱ 連結売上高（千円） － 5,670,872 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
12.8 12.8 



【関連当事者との取引】 

当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 １ 役員及び個人主要株主等 

 （注）上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注１）市場金利を勘案して、借入金利を決定しております。 

  

２ 兄弟会社等 

 （注）上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注１）市場価格を勘案して、一般取引条件と同様に決定しております。 

 なお、平成17年11月にビー・ビー・サーブ株式会社は、株式会社テクノブラッドへ事業を移管し、ＭＯＶ

ＩＤＡ ＨＯＬＤＩＮＧＳ株式会社に商号変更しております。したがって、上記の取引金額は当該期間に係

るものです。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等 
所有(被所
有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 孫泰蔵 ─ ─ 
当社代表

取締役 
─ ─ ─ 

資金の借入

（注１） 
600,000 ─ ─ 

借入利息 

の支払い 

 （注１）

355 ─ ─ 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有 

（被所有）
割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

その他の 

関係会社の

子会社 

 MOVIDA 

HOLDINGS 

株式会社

（旧ビー・

ビー・サー

ブ株式会

社） 

 東京都 

 港区 
898  持株会社  ─  役員２名

商品 

販売等 

 売上高 

 （注１） 
351,579 

売掛金 29,732 

前受金 8,688 

 売上原価 

 （注１） 
47,044  前払費用 1,708 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

連結財務諸表提出会社は、平成17年10月20日付で１株を５株に株式分割しております。なお、１株あたり当期純

利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は期首に株式分割が行われたものとして計算しております。 

（重要な後発事象） 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 25,913円10銭 

１株当たり当期純利益 6,443円68銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

6,170円39銭 

項目 当連結会計年度 

連結損益計算書上の当期純利益（千円） 525,347 

普通株式に係る当期純利益（千円） 525,347 

普通株主に帰属しない金額（千円）  ─ 

普通株式の期中平均株式数（株） 81,529 

当期純利益調整額(千円)  ─ 

普通株式増加数(株)  3,611 

 (うち新株予約権(株))  (3,611) 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 (第三者割当による新株式発行) 

 平成18年３月13日開催の当社取締役会において、下

記のように第三者割当による新株式の発行を決議し、

平成18年３月29日に払込が完了しております。 

 この結果、資本金は4,211,748千円、資本準備金は

4,204,436千円、発行済株式総数は86,388株となってお

ります。 

 (1)募集方法                        第三者割当増資 

 (2)発行株式の種類及び数  普通株式         4,588株 

 (3)発行価額         １株につき     1,744千円 

 (4)発行価額の総額          8,001,472千円 

 (5)資本組入額       １株につき     872千円 

 (6)資本組入額の総額         4,000,736千円 

 (7)払込期日            平成18年３月29日 

 (8)配当起算日                    平成18年１月１日 

 (9)割当先及び株式数 

 ①ソフトバンクＢＢ株式会社              2,294株 

 ②アジアングルーヴ株式会社              2,294株 

 (10)資金の使途 

 Ｍ＆Ａをはじめとした積極的な事業展開、事業資金

および財務体質強化のための借入金返済に充当 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．当連結会計年度が連結初年度であるため、前期末残高については記載しておりません。 

２．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

３．第１回及び第２回無担保社債は、㈱三井住友銀行保証付き及び適格機関投資家限定であります。 

４．第３回、第４回及び第５回無担保社債は、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行保証付き及び適格機関投資家限定でありま

す。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．当連結会計年度が連結初年度であるため、前期末残高については記載しておりません。 

２．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

３.  長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結貸借対照表日後５年内における１年ごとの返済予

定額の総額 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

    平成年月日         平成年月日 

株式会社 

ゲームアーツ  

第１回無担保社債 

 (注)３ 
 15.２.14 － 

25,000 

 (10,000) 
1.8  なし  20.２.14 

株式会社 

ゲームアーツ  

第２回無担保社債  

 (注)３ 
 15.２.14 － 

25,000 

 (10,000) 
1.8  なし  20.２.14 

株式会社 

ゲームアーツ  

第３回無担保社債  

 (注)４ 
 15.９.26 － 

90,000 

 (30,000) 
1.5  なし  20.９.26 

株式会社 

ゲームアーツ  

第４回無担保社債  

 (注)４ 
 16.７.26 － 

100,000 

 (50,000) 
1.3  なし  19.７.26 

株式会社 

ゲームアーツ  

第５回無担保社債  

 (注)４ 
 17.３.28 － 

84,000 

 (32,000) 
1.0  なし 20.３.28 

合計 － － － 
324,000 

 (132,000) 
－ － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金（関係会社短期借入金を含む） － 5,740,000 1.23 － 

１年以内返済予定長期借入金 － 604,025 1.65 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） － 1,732,931 1.62 
平成19年～ 

平成22年 

合計 － 8,076,956 － － 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

634,996 497,935 375,000 225,000 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
第８期事業年度 

（平成16年12月31日現在） 
第９期事業年度 

（平成17年12月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  963,206 1,025,151 

２ 売掛金   479,480 796,177 

３ 商品  4,102 9,015 

４ 貯蔵品   60 71 

５ 前渡金    － 120,240 

６ 前払費用  140,485 272,969 

７ 繰延税金資産  161,875 20,127 

８ その他  11,565 14,701 

流動資産合計  1,760,777 63.8 2,258,455 19.6

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物  11,586 64,556   

減価償却累計額  2,131 9,454 6,301 58,255 

(2）器具備品  1,430 40,885   

減価償却累計額  139 1,290 9,281 31,603 

有形固定資産合計  10,745 0.4 89,858 0.8

２ 無形固定資産    

(1）ソフトウェア  94,661 404,746 

(2）ソフトウェア 
仮勘定 

 440,000 565,483 

(3）電話加入権  287 287 

(4) その他  614 33,100 

無形固定資産合計  535,562 19.4 1,003,616 8.7

 



   
第８期事業年度 

（平成16年12月31日現在） 
第９期事業年度 

（平成17年12月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※１ 200,000 7,014,585 

(2）関係会社株式  － 752,017 

(3）破産更生債権等  776 543 

(4）長期前払費用  208,778 238,446 

(5）敷金・保証金   39,319 122,548 

(6）繰延税金資産  4,270 － 

(7）その他  － 18,979 

貸倒引当金  △776 △543 

投資その他の資産 
合計 

 452,368 16.4 8,146,576 70.9

固定資産合計  998,675 36.2 9,240,052 80.4

資産合計  2,759,452 100.0 11,498,507 100.0 

     
 



  
第８期事業年度 

（平成16年12月31日現在） 
第９期事業年度 

（平成17年12月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金 209,433 324,329 

２ 短期借入金 ※１ － 5,500,000 

３ １年以内返済予定 
長期借入金 

157,500 581,250 

４ 未払金   522,332 455,488 

５ 未払費用 9,769 60,633 

６ 未払法人税等 2,290 168,413 

７ 未払消費税等 39,049 21,297 

８ 前受金 175,695 144,158 

９ 預り金 20,067 40,078 

10 その他 5,738 17,441 

流動負債合計 1,141,876 41.4 7,313,090 63.6

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金 837,500 1,718,750 

２ 繰延税金負債  － 326,415 

固定負債合計 837,500 30.3 2,045,165 17.8

負債合計 1,979,376 71.7 9,358,255 81.4

    

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※２ 83,512 3.0 211,012 1.8

Ⅱ 資本剰余金          

  １ 資本準備金   －     203,700   

   資本剰余金合計   － － 203,700 1.7

Ⅲ 利益剰余金     

１ 当期未処分利益 696,564 1,242,472   

利益剰余金合計 696,564 25.3 1,242,472 10.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

－ － 483,067 4.2

資本合計 780,076 28.3 2,140,251 18.6

負債及び資本合計 2,759,452 100.0 11,498,507 100.0 

    



②【損益計算書】 

  
第８期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第９期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   

１ オンラインゲーム 
課金収入 

3,834,065 4,124,876   

２ 商品売上高 148,613 432,872   

３ その他売上高 262,524 4,245,202 100.0 1,087,866 5,645,615 100.0 

Ⅱ 売上原価   

１ オンラインゲーム 
売上原価 

1,989,377 2,169,276   

２ 商品売上原価 48,502 144,450   

３ その他売上原価 125,026 2,162,906 50.9 178,897 2,492,624 44.2

売上総利益 2,082,295 49.1 3,152,991 55.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１ 役員報酬 30,600 82,150   

２ 給与賞与手当 366,258 505,475   

３ 広告宣伝費 324,728 342,368   

４ 業務委託費 237,064 262,671   

５ システム運営費 162,399 200,037   

６ 地代家賃  － 116,135   

７ 賃借料  － 133,880   

８ 減価償却費 45,692 48,730   

９ その他 381,105 1,547,849 36.5 487,265 2,178,715 38.5

営業利益 534,446 12.6 974,275 17.3

 



   
第８期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第９期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  194 260   

２ 受取奨励金  41,503 56,903   

３ 受取協賛金  9,130 1,747   

４ その他  3,858 54,688 1.3 9,911 68,822 1.2

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 ※１ 20,126 55,214   

２  支払保証料   － 25,643   

３ 為替差損    － 463   

４ その他  1,899 22,026 0.5 21 81,342 1.4

経常利益  567,107 13.4 961,756 17.0

Ⅵ 特別利益        

１ 貸倒引当金戻入益  － － － 233 233 0.0

Ⅶ 特別損失    

１ 有形固定資産除却損 ※２ 136 －   

２ 新規事業投資損失 ※３ 188,240 －   

３ 関係会社出資金 
評価損 

 1,500     －   

４ 本社移転関連費用 ※４ － 189,876 4.5 45,528 45,528 0.8

税引前当期純利益  377,230 8.9 916,460 16.2

法人税、住民税 
及び事業税 

 3,854 229,668   

法人税等調整額  △166,145 △162,291 △3.8 140,884 370,553 6.5

当期純利益  539,522 12.7 545,907 9.7

前期繰越利益  157,042 696,564 

当期未処分利益  696,564 1,242,472 

     



オンラインゲーム売上原価明細書 

商品売上原価明細書 

その他売上原価明細書 

    
第８期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第９期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 支払ロイヤリティ等 
変動費 

 1,975,627 99.3 2,140,765 98.7

Ⅱ その他  13,749 0.7 28,510 1.3

オンラインゲーム 
売上原価 

 1,989,377 100.0 2,169,276 100.0 

   
第８期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第９期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 期首商品棚卸高  4,371 4,102 

Ⅱ 当期商品仕入高  47,115 150,416 

合計  51,486 154,518 

Ⅲ 期末商品棚卸高  4,102 9,015 

Ⅳ 他勘定振替高  6,283 12,157 

差引  41,099 133,346 

Ⅴ 商品ライセンス料 
償却費 

 7,402 11,103 

商品売上原価  48,502 144,450 

   
第８期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第９期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 支払ロイヤリティ等 
変動費 

 124,260 99.4 128,937 72.0

Ⅱ その他  766 0.6 49,959 28.0

合計   125,026 100.0 178,897 100.0 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  
第８期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前当期純利益 377,230 

減価償却費 45,692 

新規事業投資損失 188,240 

受取利息 △194 

支払利息 20,126 

有形固定資産除却損 136 

関係会社出資金評価損 1,500 

売上債権の増減額（△増加） △82,581 

たな卸資産の増減額（△増加） 253 

仕入債務の増減額（△減少） 49,982 

未払金の増減額（△減少） 17,275 

未払消費税等の増減額（△減少） △43,454 

その他流動資産の増減額（△増加） 43,565 

その他流動負債の増減額（△減少） 36,403 

小計 654,176 

利息の受取額 5 

利息の支払額 △22,907 

法人税等の支払額 △1,764 

営業活動によるキャッシュ・フロー 629,509 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △51,975 

有形固定資産の売却による収入 101,741 

無形固定資産の取得による支出 △201,354 

関係会社持分の譲渡による収入 1,500 

長期前払費用の増加による支出 △158,774 

敷金保証金の差入による支出 △20,981 

投資活動によるキャッシュ・フロー △529,844 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△減少） △593,337 

長期借入金による収入 995,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー 401,662 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（△減少） 501,327 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 461,878 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 963,206 



④【利益処分計算書】 

  

   

第８期事業年度 

 株主総会承認日 

（平成17年３月30日） 

第９期事業年度 

 株主総会承認日 

（平成18年３月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益    696,564 1,242,472 

Ⅱ 利益処分額    － － 

Ⅲ 次期繰越利益    696,564 1,242,472 

       



重要な会計方針 

項目 
第８期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第９期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

  

────── 

  

  

(1) 子会社株式 

移動平均法による原価法 

  

  

  

 (1) その他有価証券 

────── 

(2) その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）  

  

  

  

 時価のないもの 

移動平均法による原価法  

  

 時価のないもの 

同左 

  

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

  

(1) 商品 

個別法による原価法 

(2) 貯蔵品 

個別法による原価法 

  

(1) 商品 

同左 

(2) 貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

  

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物            15年 

器具備品        ４～６年 

  

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

(2) 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

  

(2) 無形固定資産 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

  

────── 

  

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

等為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。  

  

５ 引当金の計上基準 

  

貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

  

貸倒引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

 



表示方法の変更 

項目 
第８期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第９期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

７ ヘッジ会計の方法 

  

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左  

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  （ヘッジ手段）   （ヘッジ対象）

金利スワップ   借入金利息 

（ヘッジ手段）   （ヘッジ対象）

同左   同左 

  

  

③ ヘッジ方針 

 金利の市場変動によるリスクを回避

するためにデリバティブ取引を利用し

ており、投機目的のものはありませ

ん。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する

重要な条件が同一であり、金利スワッ

プの特例処理の要件を満たしているた

め、ヘッジ有効性の判定は省略してお

ります。 

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金か

らなっております。 

  

────── 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理 

同左 

      

第８期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
 至 平成16年12月31日） 

第９期事業年度  
 （自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日） 

──────  

  

(損益計算書) 

前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示しておりました「地代家賃」及び「賃借料」は、販

売費及び一般管理費の総額の100分の５を超えたため区分

掲記しました。 

 なお、前期における「地代家賃」の金額は66,687千円

であり、「賃借料」の金額は71,120千円であります。  



追加情報 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

第８期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
 至 平成16年12月31日） 

第９期事業年度  
 （自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日） 

──────  

  

外形標準課税   

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月1日

以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当会計年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 

実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費に計上して

おります。この結果、販売費及び一般管理費は8,747千円

増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が

8,747千円それぞれ減少しております。   

第８期事業年度 
（平成16年12月31日現在） 

第９期事業年度 
（平成17年12月31日現在） 

※１        ────── ※１ 担保資産及び担保付債務  

 (1) 担保に供している資産 

  (2) 担保資産に対応する債務 

  

投資有価証券 4,291,197千円

短期借入金 4,000,000千円

  

※２ 会社が発行する株式 普通株式 64,240株

発行済株式総数 普通株式 16,060株

  

※２ 会社が発行する株式 普通株式 321,200株

発行済株式総数 普通株式 81,800株

  ３        ──────   ３ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は483,067千円

であります。 

  

  ４        ──────   ４ 貸出コミットメントライン 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく借入未実現残高は次のとお

りであります。 

貸出コミットメントの総額 2,000,000千円

借入実行残高  1,850,000千円

差引額 150,000千円



（損益計算書関係） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

当事業年度より連結財務諸表を作成することになりましたので、当事業年度におけるキャッシュフロー計算書の注記は

連結財務諸表の注記事項として記載しております。  

第８期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第９期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

支払利息 3,445千円

※１        ────── 

  

※２ 有形固定資産除却損の内容は、次のとおりであり

ます。 

※２        ────── 

器具備品 136千円    

※３ 新規事業投資損失は、韓国RopleNet Corp.及び韓

国Gravity Corp.と共同でオンラインゲームポータル

サービス事業を展開するため、ライセンス契約金の

一部を拠出しておりましたが、同国において当該事

業が予想を大幅に下回る不振となったことを受け、G

ravity Corp.との協議の結果、当該事業を整理する

ことといたしましたことに伴い、当該拠出資金を損

失計上したものであります。 

  

※３        ────── 

※４        ──────  ※４  本社移転関連費用は、平成17年５月に本社移転を

しておりますことから、旧社屋建物の耐用年数見直

しに伴う臨時償却費、原状回復費及び新社屋に関す

る賃貸借契約締結に伴う仲介手数料、引越費用等を

計上しております。 

  

第８期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 963,206千円

現金及び現金同等物 963,206千円



（リース取引関係） 

第８期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第９期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

器具備品 284,623 65,988 218,635 

合計 284,623 65,988 218,635 

取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

器具備品 471,988 184,496 287,491

合計 471,988 184,496 287,491

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 78,287千円

１年超 144,294千円

合計 222,581千円

１年内 143,812千円

１年超 150,497千円

合計 294,309千円

  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 64,689千円

減価償却費相当額 58,192千円

支払利息相当額 10,148千円

支払リース料 129,581千円

減価償却費相当額 118,508千円

支払利息相当額 13,945千円

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

  

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

  

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 2,190千円

１年超 ─千円

合計 2,190千円

１年内 193千円

１年超 ─千円

合計 193千円



（有価証券関係） 

当事業年度に係る「有価証券」（子会社及び関連会社株式で時価のあるものは除く）に関する注記については、

連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

第８期事業年度（平成16年12月31日現在） 

１ 売買目的有価証券 

 該当事項はありません。 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

３ その他有価証券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

４ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

５ 時価評価されていない主な有価証券 

６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 該当事項はありません。 

第９期事業年度（平成17年12月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（デリバティブ取引関係） 

第８期事業年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

 当事業年度において、当社はヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引以外に開示対象となるデリバティ

ブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

 当事業年度に係る退職給付に関する注記については、連結財務諸表における注記事項に記載しております。 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 200,000 

計 200,000 

第８期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

 当社は、退職金制度を採用しておりませんので、該当

事項はありません。 

 なお、確定給付型の制度として総合設立型の厚生年金

基金に加入しておりますが、自社の拠出に対応する年金

資産の額が合理的に計算できないため、退職給付債務の

計上は行っておりません。 

 当事業年度の総合設立型の厚生年金基金への拠出額は

8,722千円であります。 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

第８期事業年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

 関連会社が存在しないため、該当事項はありません。 

  

  

第８期事業年度 
（平成16年12月31日現在） 

第９期事業年度 
（平成17年12月31日現在） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 千円

未払事業所税 385 

一括償却資産 4,270 

繰越欠損金 161,490 

その他 0 

繰延税金資産合計 166,146 

    

繰延税金負債   

仮払税金 0 

その他 0 

繰延税金負債合計 0 

差引：繰延税金資産の純額 166,145 

繰延税金資産 千円

未払事業税 15,368 

一括償却資産 1,088 

減価償却超過額 4,046 

その他 4,759 

繰延税金資産合計 25,261 

    

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △331,549 

繰延税金負債合計 △331,549 

差引：繰延税金資産の純額 △306,287 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  （％）

法定実効税率 42.1 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
1.2 

住民税均等割 0.6 

評価性引当金 △85.9 

その他 △1.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △43.0 

  （％）

法定実効税率 40.7 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
1.4 

住民税均等割 0.2 

IT投資特別税額控除 △1.6 

その他 △0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.4 



【関連当事者との取引】 

第８期事業年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 （注） 上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注１） 当社事業上の関係である「商品販売等」に関しては、第８期事業年度中にソフトバンクＢＢ株式会社か

らビー・ビー・サーブ株式会社へ事業移管がなされたことに伴い取引が解消されております。また、金

額的重要性を勘案し、当該取引に係る記載を省略しております。 

 （注２） 市場金利を勘案して、借入金利を決定しております。 

 （注３） 同社から家主に対する敷金金額及び家賃金額並びに当社使用割合を基礎として、決定しております。な

お、当該取引につきましては、第８期事業年度中に当社と家主との直接取引へと変更しております。 

２ 兄弟会社等 

 （注） 上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注１） 市場価格を勘案して、一般取引条件と同様に決定しております。 

 （注２） 市場価格を勘案して、一般取引条件と同様に決定しております。 

 （注３） 市場価格を勘案して、一般取引条件と同様に決定しております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又は
出資金 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の

関係会社 

ソフトバ

ンクＢＢ

株式会社 

東京都 

中央区 
1,480億円 

ブロードバ

ンド・イン

フラ事業、

ＩＴ流通事

業及びＥＣ

投資事業 

（被所有）

45.4 

役員 

２名 

商品 

販売等 

(注１) 

借入金返済 

（注２） 
433,405 － － 

利息支払

（注２） 
3,403 － － 

その他の

関係会社 

アジアン

グルーヴ

株式会社 

東京都 

千代田区 
93,630千円 持株会社 

（被所有）

35.0 

役員 

１名 
なし 

敷金の返還 

（注３） 
32,891 － － 

家賃等支払 

（注３） 
8,685 － － 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の

関係会社

の子会社 

ビー・ビ

ー・サー

ブ株式会

社 

東京都 

中央区 
389,031 

コンテンツ

配信に係る

ビジネスフ

ァシリテー

タ 

－ 
役員 

２名 

商品販

売等 

商品販売等 

（注１） 
75,064 

売掛金 62,849 

前受金 18,868 

上記に係る

販売手数料 

（注２） 

3,342 前払費用 3,710 

固定資産の

購入 

（注３） 

115,029 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 
第８期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第９期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 48,572円64銭 26,164円44銭 

１株当たり当期純利益 33,594円17銭 6,695円87銭 

潜在株式調整後1株当たり当期純利

益 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、新株予約権

の残高はありますが、当社株式は非

上場であり、かつ店頭登録もしてい

ないため、期中平均株価が把握でき

ませんので記載しておりません。 

           6,411円88銭 

  
  
  

  

  

 当社は、平成17年10月20日付で株

式１株につき５株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度に

おける１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。  

１株当たり純資産額  9,714円52銭 

１株当たり当期純利益 6,718円83銭 

項目 第８期事業年度 第９期事業年度 

損益計算書上の当期純利益（千円） 539,522 545,907 

普通株式に係る当期純利益（千円） 539,522 545,907 

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─ 

普通株式の期中平均株式数（株） 16,060 81,529 

 当期純利益調整額（千円） ─ ─ 

 普通株式増加数（株） ─ 3,611 

 （うち新株予約権（株）） ─ （3,611） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

第１回新株予約権（ストックオプシ

ョン、新株予約権の数829個）及び第

２回新株予約権（第三者割当、新株

予約権の数72個）。 

これらの詳細は「第４ 提出会社の

状況 (2）新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。 

 ────── 

  



（重要な後発事象） 

第８期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（公募による新株式発行） 

 当社は、平成17年３月９日をもって大阪証券取引所ヘ

ラクレス市場に上場いたしました。上場に際して、平成

17年２月３日及び平成17年２月17日開催の取締役会にお

いて、次のように公募による新株式発行を決議しており

ます。 

 この結果、資本金は211,012千円、資本準備金は

203,700千円、発行済株式総数は16,360株となっておりま

す。 

(1）発行株式数 普通株式 300株 

(2）発行価額 １株につき850,000円 

(3）発行価額の総額 255,000,000円 

(4）資本組入額 １株につき425,000円 

(5）資本組入額の総額 127,500,000円 

(6）払込期日 平成17年３月８日 

(7）配当起算日 平成17年１月１日 

(8）資金の使途 オンラインゲームサービス部門

に係るサーバー等システム関連

の設備投資 

 (第三者割当による新株式発行) 

 平成18年３月13日開催の当社取締役会において、下

記のように第三者割当による新株式の発行を決議し、

平成18年３月29日に払込が完了しております。 

 この結果、資本金は4,211,748千円、資本準備金は

4,204,436千円、発行済株式総数は86,388株となってお

ります。 

 (1)募集方法                        第三者割当増資 

 (2)発行株式の種類及び数  普通株式         4,588株 

 (3)発行価額         １株につき     1,744千円 

 (4)発行価額の総額          8,001,472千円 

 (5)資本組入額       １株につき     872千円 

 (6)資本組入額の総額         4,000,736千円 

 (7)払込期日            平成18年３月29日 

 (8)配当起算日                    平成18年１月１日 

 (9)割当先及び株式数 

 ①ソフトバンクＢＢ株式会社               2,294株 

 ②アジアングルーヴ株式会社               2,294株 

 (10)資金の使途 

 Ｍ＆Ａをはじめとした積極的な事業展開、事業資金

および財務体質強化のための借入金返済に充当 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 【債券】 

 該当事項はありません。 

  

 【その他】 

  

  

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

㈱ジー・モード 22,467 4,291,197 

㈱ブロッコリー 3,800,000 1,432,600 

小計 3,822,467 5,723,797 

計 3,822,467 5,723,797 

種類及び銘柄   投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

 （新株予約権証券）     

 ㈱ジー・モード 新株予約権 868 1,270,578 

 （その他） 200 20,210 

 小計 1,068 1,290,788 

計  1,068 1,290,788 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

【資本金等明細表】 

 （注）１. 当期増加額は、平成17年３月９日付公募増資によるもの及び平成17年10月20日付株式分割（１：５）による

ものであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 11,586 64,109 11,138 64,556 6,301 7,078 58,255 

器具備品 1,430 39,455 － 40,885 9,281 9,141 31,603 

有形固定資産計 13,016 103,564 11,138 105,442 15,583 16,220 89,858 

無形固定資産               

ソフトウェア 126,602 368,091 － 494,694 89,948 58,006 404,746 

ソフトウェア仮勘定  440,000 125,483 － 565,483 － － 565,483 

電話加入権 287 － － 287 － － 287 

その他 666 35,500 － 36,166 3,066 3,014 33,100 

無形固定資産計 567,556 529,075 － 1,096,631 93,014 61,020 1,003,616 

長期前払費用 208,778 245,864 216,196 238,446 － － 238,446 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物 社屋移転に係る設備投資 64,109千円

器具備品 オンラインゲームに係るサーバー等  18,830千円

  社屋移転によるもの 20,624千円

ソフトウェア オンラインゲーム共同開発に係るソフトウェア  368,091千円

ソフトウェア仮勘定 オンラインゲーム共同開発に係る拠出金 125,483千円

長期前払費用 オンラインゲームに係るライセンス料 245,864千円

長期前払費用 前払費用への振替 216,196千円

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 （千円） 83,512 127,500 － 211,012 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ 
（株） (16,060) （65,740） （─） （81,800）

（千円） 83,512 127,500 － 211,012 

計 
（株） (16,060) （65,740） （─） （81,800）

（千円） 83,512 127,500 － 211,012 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）  

 株式払込剰余金 
（千円） － 203,700 － 203,700 

計 （千円） － 203,700 － 203,700 

利益準備金及

び任意積立金 

－ （千円） － － － － 

計 （千円） － － － － 



【引当金明細表】 

 （注）当期減少額（その他）は債権回収に伴うものであります。 

  

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 776  ─  ─ 233 543 



(2）【主な資産及び負債の内容】（平成17年12月31日現在） 

① 資産の部 

ⅰ 流動資産  

ａ 現金及び預金 

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 155 

預金   

普通預金 1,024,995 

預金計 1,024,995 

合計 1,025,151 

相手先 金額（千円） 

ＳＢＩベリトランス㈱ 346,235 

フロンティアグルーヴ㈱ 155,093 

グレートインフォメーション㈱ 68,671 

イー・ショッピング・トイズ㈱ 56,843 

㈱テクノブラッド 52,169 

その他 117,164 

合計 796,177 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

479,480 5,989,048 5,672,349 796,177 87.6 38.8 



ｃ 商品 

ｄ 貯蔵品 

ⅱ 固定資産  

ａ ソフトウェア仮勘定 

ｂ 投資有価証券 

ｃ 関係会社株式 

品名 金額（千円） 

アトラクション（オンラインゲーム）チケット 4,717 

 ゲームイラスト集 2,066 

コスチュームセット 346 

その他オンラインゲーム関連キャラクターグッズ 1,885 

合計 9,015 

品名 金額（千円） 

ｗｅｂマネー 32 

郵便切手 25 

収入印紙 14 

合計 71 

区分 金額（千円） 

新規ゲーム制作拠出金 560,000 

その他 5,483 

合計 565,483 

区分 金額（千円） 

㈱ジー・モード株式  4,291,197 

㈱ブロッコリー株式  1,432,600 

 信託型映画ファンド「北斗ファンド -英雄伝説-」 20,210 

㈱ジー・モード新株予約権  1,270,578 

合計 7,014,585 

区分 金額（千円） 

㈱ゲームアーツ株式 532,017 

ガンホー・モード㈱株式 220,000 

合計 752,017 



② 負債の部 

ⅰ 流動負債  

ａ 買掛金 

相手先別内訳 

ｂ 短期借入金 

ｃ １年以内返済予定長期借入金 

ⅱ 固定負債  

ａ 長期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

Ｇｒａｖｉｔｙ Ｃｏｒｐ． 183,750 

㈱アルファ 58,663 

㈱ＳＢＩベリトランス㈱ 29,726 

フロンティアグルーヴ㈱ 28,890 

ＨａｎｂｉｔＳｏｆｔ Ｉｎｃ. 10,768 

その他 12,531 

合計 324,329 

相手先 金額（千円） 

㈱三井住友銀行 4,600,000 

㈱あおぞら銀行 450,000 

㈱りそな銀行 450,000 

合計 5,500,000 

区分 金額（千円） 

㈱三井住友銀行 390,000 

㈱みずほ銀行 191,250 

合計 581,250 

区分 金額（千円） 

㈱三井住友銀行  1,125,000 

㈱みずほ銀行 368,750 

㈱あおぞら銀行  112,500 

㈱りそな銀行  112,500 

合計 1,718,750 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 12月31日 

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内 

基準日 12月31日 

株券の種類 
１株券、10株券、50株券、100株券及び1,000株券並びに当会社が特に必

要と認めた株式数を表示した株券 

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 ─ 

株式の名義書換え   

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 東京証券代行株式会社 本店 

代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 東京証券代行株式会社 

取次所 東京証券代行株式会社 大阪営業所及び各取次所 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 東京証券代行株式会社 本店 

代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 東京証券代行株式会社 

取次所 東京証券代行株式会社 大阪営業所及び各取次所 

買取手数料 無料 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書及びその添付書類 

  平成17年２月３日 関東財務局長に提出 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年２月18日及び平成17年３月１日 関東財務局長に提出 

 平成17年２月３日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第８期）（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）平成17年３月31日関東財務局長に提出

 (4) 有価証券報告書の訂正報告書 

 平成17年４月28日 関東財務局長に提出 

 事業年度（第８期）（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で

あります。 

(5）半期報告書 

 （第９期中）（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月22日関東財務局長に提出 

 （6）臨時報告書 

 平成17年10月31日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に係る臨時報告書であります。 

(7）有価証券届出書（第三者割当新株発行による増資）及びその添付書類 

  平成18年３月13日 関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年３月30日

ガンホー・オンライン・エンターテイメント株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているガンホー・オンライ

ン・エンターテイメント株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ガンホー・オン

ライン・エンターテイメント株式会社及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年３月13日開催の取締役会において第三者割当による新株式の発行を決議

し、平成18年３月29日に払込が完了している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 明 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 関 根 愛 子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成17年３月30日

ガンホー・オンライン・エンターテイメント株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているガンホー・オンライ

ン・エンターテイメント株式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ガンホー・オンライ

ン・エンターテイメント株式会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 中 村 明 彦 

      

  
代表社員

関与社員 
公認会計士 関 根 愛 子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年３月30日

ガンホー・オンライン・エンターテイメント株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているガンホー・オンライ

ン・エンターテイメント株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ガンホー・オンライ

ン・エンターテイメント株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年３月13日開催の取締役会において第三者割当による新株式の発行を決議

し、平成18年３月29日に払込が完了している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 明 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 関 根 愛 子 
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